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StephenGilmanの
アカ ウン テイ ンゲ ロエ シテ イチ わ 　 　ス イオ リ　

会 計 実 体 論(邦 訳)

久 野 光.朗

.ま え が き

こsに 訳 出 した"StephenGilmanの 会 計 実 体 論"は,「AccountingConcepts

ofProfitコ(NewYork,TheRonaldPressCompany,'1939)の 第4章"人 的

会 計 実 体"(ThePersonalAccountingEntity)と,第5章"非 人 的 会 計実 体"

(TheImpersonalAccountingEntity)の 二 章 か ら成 つ て い るが,第11章"会 計

コ ンベ ンシ ョ ン と株 式 会 社"(AccountingConventionsandtheCorporation)

お よ び第14章"会 計 原 則 の 構 成 リス ト"(CompositeListofPrinciples)と と も

に,原 著 出版 者 で あ るTheRonald・PressCompanyの 文 書 部 長E.A.Woodson

氏 の 好 意 に よ って,1959年9月18日 付 で,本 誌 に発 表 す る許 可 を得 た もの で あ る。

S.Gilmanに よれば,エ ン ティティ■・… コ ンベ ンシ 。ンは複式簿記の基 本的前

提 として極 めて古 くか ら存在 してい た もの と考 え られ る。 即 ち,"ロ ー マ の 奴

隷 理 論"(Romanslavetheory)に 見 る如 く,奴 隷 は主 人 の 代理 人 として主 人

の 所有 と支配 の もとにお りなが ら,そ の受託 財産 の管理 と運 用 に関 して主 人 と

は独立 した別個の人格 を有 す る人 間 として帳簿記録 を行 なったのであ る。 そ し

て,そ こに は奴隷 の管理 す る 財 産 が常 に主 入に対 す る負債に等しい とい う会計

等式(accounti㎎equatio豆)カ ∫必然 的 た成 立 した 。S.Gilmanは,かsる 奴隷

の 立場 を"人 的 会計 実 体"(personalaccountingentity)と 呼 ぶ の で あ る。

この ロー マ時 代 の勘定記録 を特色 づ けてい た 人的会計実体 としての 自然人格

の 要素 は,資 本主 義 の発 展 に伴 な って物 的 な要素へ と変化す る。即 ち,株 式 会社

の 出現 に よ って,``(1)資 本 的 負債(proprietatryliability)の 有 限性,(2)資 本主 の

変 動 とは無 関 係 に恒 久 的 な ヱ ンティティーの生命が ある とい う概念 を附 加 した こ

と,そ して(3)資 本 と経 営 の分 離 とい うこ と"(ibd.chap.11,PP.165～166)が,

資 本主 とは独 立 した別 個 の エ ンテ ィテ ィーを して"仮 想 的 もし くは擬制 的 な 人
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格"を 与 え る こ とに な っ た と言わ れ る。S.Gilmanは,かsる エ ン ティティー を

人 的会 計実 体 と対比 して"非 人的 会計 実体"(impersOnalaccountingentity)と

呼 ぶ の で あ る。

上 述 せ る如 く,S.Gilmanが 主 張 す る会計 実 体 論 は,自 然 人 格 として の エ ン

ティティーが擬制的人格 として のエ ンティティーへ変化 す る過程 を歴史 的 発展段階'

の類 型 と して 捉 え た もの で あ る。 しか し,こ ㌧で 注意 しな けれ ばな らな い こと

は,会 計 実 体 とい う言葉 が 会 計 の行 なわれ る一定 の範囲 として の"会 計 単位"

(accountingunit)と 会計 を行 なわ し め る判 断 の 主 体 と して の"会 計 主 体"
は オゆ ナ

(accountingsubject)と い う二 つ の意義 に用 い られ てい る とい うこ とで ある。

こ～に,わ が 国 の初期 の エ ンティティー論争に見 られ た通 り,種 々の誤 謬 を犯 す

原 因 が存 在 す る。 即 ち,会 計 コンベ ンシ.ン もし くは基 本 的前 提 とし て の エ ン

ティティーを会計主 体論 にお ける企業主体説 と同一視 した り,更 に それ を資 本 主

ヨ

主 体説 と対比 して論 ず る場 合が 見 られ るので ある。 確 かに,会 計 コ ン ベ ン シ

ン と して の エ ン ティティー論 と会計主体論 との間に は,特 に歴 史 的 に 考 察 す る

際,極 めて密 接 な関 係が 見 出 され る ことは事実 であ るが,こ れ らは決 して 盲 目

的 に 同一 視 さ るべ きものではない。

会計 コンベ ンシ.ン として の エ ン ティティー は,少 く と もS.Gilmanに 従 え

ば,複 式 簿 記 の勘 定 記 入 に 関 す る思 考上の手段 であ り,一 っ の フ ィクシ 。ンで

あ る と言 え よ う。従 って,そ れ は所 謂会 計主 体 論上 の資 本主主体説 に も等し く

認 め られ るものであ り,そ れ な くして は複 式 簿 記が 成 立 しない ので あ る。"企
くバサは　ラ

業 と企業家は複式簿記によって分離せしめ られ る"と 言 う場含,そ の複式簿記

に超歴史的に且つ普遍的に内在するものが,S.Gil・rmの 言 う会計実体なので

ある。か 、る観点か ら,複 式簿記を前提 とす る極めて技術的な会計実体なるも

のを会計の基本的コンベンシ.ン として挙げ る必要を認めない立場 も出てくる

(久 野 注1)例 え ば 山桝 忠 恕,"ビ ジ ネ ス ・エ ン ティチィー 論 へ の 反 省",「 産 業 経 理 」t

1956,1.不 破 貞 春,"会 計 主 体 と 会 計 対 象",「 会 計 」,1956,4 .飯 野 利 夫,"財 務 会

計 セ ミナー",「 企 業 会 計⊥1957(臨 時 増 刊号)な どを 参 照 。

(久 野 注2)WernerSombart,「DerModerneKapitalismusJ(IV.Auf1.1921,

ZweterBandErsterHalbband),S.118.
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(久 野 注1)

のであろ う。その良 否は別 として も,そ れが 会 計主 体 論 とは別 の次元 に ある こ

とを理解す る必要が あるのであ る。

そ こで,か ㌧る考 察 か らS.Gilmanの 会 計 実 体論 に対 す る結 論 を先 に 述 べ

れば,そ れ は会 計主 体 論 とは別 の次 元 に あ る会計 コンベ ンシ.ン の説 明 で あ る

と考 え られ る。7CS',資 本主 理 論(proprietarytheory)と 対 比 して エ ン ティティ

ー理 論(entitytheory)を 論 じてい る場 合 に は(ibd .chap.5,P.48,chap.35,

P.598),単 純 に コンベ ン シ.ン と して の エ ン ティティー一だ けを論 じてい るとは断

言出来 ないのであ り,コ ンベ ンシ.ン と しての エ ン ティティー と 企 業主体説 とが

無差別 に論 じ られてい るよ うに思われ る。 とは言え,今 日的 な意 味 に お け る会

計主 体 論 が意識 されていない ことだ けは事実 であ る。

今 日の会計主体論に あっては,企 業 観 もし くは企 業 本 質 観 に基 づい て会計 を
(久野注2)

一 種 の"P・R"と 見 倣 し
,社 会 的 責 任(socialresponsibility)を 遂 行 す る"意

(久 野 注3)

思 決定申心点"(decision・makingcenter)と して会 計主 体 を規 範 としてい る傾

向 が ある。 これに対 して,S.Gilmanの 会 計実 体 論 は一 つ の コ ンベ ンシ 。ンを

歴 史的に帰納理論 として展開 してい るので あ り,そ の意 味 で は極 めて首尾 一 貫

して い ると言え るで あろ う。制 度的会計構造にお ける下部構造 としての会計 コ

ンベ ンシ 。ンは,申 部 構 造 と しての会 計 原理 や上 部構造 としての 会計通則 に較

べ て,そ の変 化 が緩 慢 で あ る とは言 え,長 い 間 の社 会 的 条件 や経 済的 条 件 によ

って徐 々に変化す るか らで あ る。

最後 に,先 に も一寸 触 れ た こ とで あ るが,歴 史 的 に見 て,コ ンベ ンシ.ン と

して の会 計実 体 論 が勘 定 理 論 の問題 を媒介 に して会計主体論へ通ず る ことに触

れておかねばな らない。A.C.Littletonに よれ ば,かsる 勘 定理 論上 の資 本主

理 論 とエ ンティティー理 論 なる問題 は既 に19世 紀 の申 葉 に確 立 していfcと 言 われ
(久 野溢r4)

る。そして,恐 らくそれが現代経済社会における企業観の認識を通 じて現代会

(久 野 注1)例 え ば,佐 藤 孝 一,"企 業 主 体 説 と企 業 実 体 説",「 企 業 会 計 」,1955.8.

(久 野 注2)K.Engelmann,"InSearchofanAccountingPhilosophy",rThe

AccountingReview」,July1954,p.390.

(久 野 注3)W.W.Suojanen,"AccountingTheoryandtheLargeCorporation",

「TheAccountingReview」,July1954,p,392.

(久 野 注4)A.C.Littleton,「AccountingEvolutionto1900」(NewYork.

AmericanInstitutePublishingCo.,Inc.,1933),Chap.12.
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計 にお け る上 部 構造 論 として の会計主体論へ と発展 したので あろ うが,そ の こ

とが 意 識 され るに至 っ たの は極 めて最 近の ことで あ り,そ れ は わが 国 ば か りで
(久 野ttt>

な くアメ リカにおい て も同様で あ ると思 われ る。従 って,S.Gill皿nの 会計 実

体 論 に何 ん らか の混 乱 が あ るとして も,そ れ は上 記 の事柄 が 無意 識 の うちに現

わ れた為で ある と考 え られ る。ま さに"時 代 は移 り,会 計 コ ンベ ンシ.ン は時
ゴク　 　 ヨ　

代 とと もに変化す る"一 つの過 度期 にお け る現 象 と して認 め ることが出来 るの

で はなかろ うか。

人 的会計実体

('ThePersonalAccountlngEnt;ty)

エ ンティティー ・コ ンベ ンシ.ン が 会計 の三 つ の基 本 的仮 定 の一 つであ ること

(久 野 注3)・

な既に上述 した。 それは会計機構の設定を予定 した ものであるか ら,且 つそれ

は会計人が云 う純利益の意味を最 も論理的に説明す るのに役 立 つ ので あ るか

ら,そ の起源 と発展を適切に考察するのが至当である。

複式簿記の起源は明確に知 られていない。Peragalloは,中 世の商業 の発展

以前にそれが存在していた とい う証拠を殆ん ど見出してい ない。 しか しな が

ら,複 式簿記はローマの奴隷 と主人の関係に起因す るのか もしれ ない とい う
での

見 解 を と っ て い る者 もあ る。Peragalloは,複 式 記 入 が"ロ ・一マ の 簿 記 組 織

くbookkeepingsyste皿)の 申 に 未 完 成 の形 態 で 現 わ れ て い た か も し れ な い"と

(久 野 注1)例 え ば,G.H,Newlobe&S.P.Garner,「AdvancedAccounting」

(Boston,D,C.HeathandCompany,1951,vol.1),p.3.は 次 の よ うに 述 べ て

い る。"し か しな が ら,別 の見 方 をす れ ば,`ビ ズ ニ ス ・エ ン テ ィテ ィー'の 関 係 は 会

計 の 広 義 の社 会 的 問 題,特 に株 式 会 社 会 計 に 関 す る問 題 に対 す る考 察 で は 未 だ 充 分

に 普 遍 化 して い な い 。 そ の 問 題 は 近 々過 去 数 年 来 研 究 さ れ 始 め た ば か りで あ り,そ

の 結 果 と して 会 計 は今 や 或 る人 達 か ら伝 統 的 な枠 か ら殆 ん ど全 く離 れ た 次元 で 考 察

され つ ＼あ る。"

〈久 野 注2)G.O.May,rFinancialAccounting」(NewYork,TheMacmillan

Company,1953),p.9.木 村 重 義 訳,「 財 務 会 計 」(ダ イ ヤ モ ン ド社,1957),P.13.

(久 野 注3)第3章 を 参照 。

く1)EdwardPeragallo,「OriginandEvolutionofDoubleEntryBookkeeping」

(NewYork,AmericanInstitutePublishingCo.,Inc.,1938),P,3.
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(久 野注1)

㍗ う以外 に何 も触れてい ない。

以上 の事柄 が真実で あるか否かは重要で ない ように思われ る。説 明上,奴 隷

の 個 人 的 観点 が 会 計 の エ ン ティティー ・コンベ ンシ.ン を して生 き生 き とした 真

実 らしい ものに させ る とい うことに よって のみ,そ れ は極 めて 論理 的 に満 足 し

得 る もの とな るので ある。

Littletonは,「1900年 まで の会計 の進 化 」(AccountingEvolutionto1900)

とい う著 書 で,商 業 に従事 す る こ とが ロー マ貴 族 の尊厳 をそ こね ることにな っ
(久野注2)

てい た と説 明 してい る。 購 入,販 売,そ の他 企 業実 務 上 の問 題 が 自由市民 には

ふ さわ し くない もの と考 え られ,彼 等 は代理 者(proxy)を して商 業 に従 事 せ し

め る必要 が あ った。 ローマの奴隷 には教育 があ り才能 を持 ってい る者 が数 多 く

おったので,市 民 達 は彼 等 に金 銭 を貸 付 け,奴 隷 が 代 わ っ て利 息 を とって 金銭

を貸付 けたので あろ う。 奴隷 自身は財産 を所有 す ることが出来 なかった。主人

か ら彼 に前貸 し された金銭 は,単 に 持主 が 代 わ っfCS'け で所 有 権(ownership)

の 移 転 で はな か った 。

企 業 取 引が 極 めて錯綜 して くると,奴 隷 に は記 録 を保 持 す る必 要 が生 じた。

記 録 によって示 され る この主人 と奴隷 の関係が,今 日に至 るまで 持続 して い る

で何 ん らかの会計の体 系(pattern)を 導入 したの で あ る。

猫立せる人格の効果

奴隷はその主人か ら独立した別個の人格であったから,彼 の保持 した記録は

(久 野 注1)複 式 簿 記 の 起 源 につ い て は,ロ ー マ 時 代 に お け る代 理 人 簿 記(Agency

Bookkeeping)に 求 め る見 解 と申 世 の イ タ1;一 一に お け る 資 本 主 簿 記(Proprietors

Bookkeeping)に 求 め る見 解 とが 対 立 して お り,そ の 見 解 の 相違 は 複 式 簿 記 の 本 質

観 に基 づ く もの で あ るが,少 く と も複 式 簿 記 の 計 算 形 式 性 の み に 限定 す れ ば,後 者

の 見 解 も ロー マ 時 代 説 を 認 め て い る。

《久 野 注2)A.C、Littleton,「AccountingEvolutionto1900」(NewYork,

AmericanInstitutePublishingCo.,Inc.,1933), .P.32を 参 照 。 ま た,邦 訳 と して

は,片 野一 郎 訳,「 リ トツ トン会 計 発 達 史 」(同 文 館,1952),P。53を 参 照 。 な お,

当 時 の キ リス ト教 思 想 で は利 潤 の 追 求 を 罪 悪 だ と見 倣 して い た の で あ るが,ル ー テ

ル や カ ル ビン等 に よ って 促 進 され て 発 達 した 新 キ リス ト教 思 想 は 近 代 資本 主 義 精神

の 重 要 な起 源 を 為 した もの で あ り,そ れ は貨 幣 の 追 求 が 神 の 道 に 背 むか ず,倫 理 杓

に も正 し く,更 に 人 の 義 務 で も あ る と 考 え る よ う に な って い る。例 え ば,Max

Weber,"DieprotestantischeEthikundderGeistdesKapitalismus"(zuerst

ユgo411go5)を 参 照 。



一100-一 商 学 討 究 第10巻 第3号

彼 自身 の個 人 的記 録 で あ った 。 そ れは,彼 の主 人 や 一般 社 会 に対 す る奴 隷 の観、

点 を反映 していた。 自己の記録 を保持す る個人的観点が あ るに もか 、わ らず,

奴 隷 は主 入 に所 有 され 且っ統 制 されてい た。

(1)所 有 と統 制(oWnershipandcontrol),そ して(2)独 立 せ る人 格 と観点

(separatepersonalityandviewpoint)と い う これ ら二 つ の特 質 は,有 力 な 歴

史 的証 拠 の有無 に か ＼わ らず,エ ン ティティー ・コンベ ンシ 。ンの適用 を正当化

す るほ ど会計機構 を極 めて論理的 に且つ十分 に説 明す るので あ る。

所 有 と 統 制

主人 は,奴 隷 を所 有 す る こ と に よ っ て,奴 隷 が 行 な う種 々 の財 務 的 取 引,

(financialtransactions)の すべ て を指 令 し統 制 す る こ とが 出来 た。

奴隷が何ん らの発案権 を持 たず,独 自の経 営 判 断 を行 使 す る機 会 を持 たず,

彼 が た ゴ指 令 に従 うだ けで あ っ た と考 え るの も都合が よい 。彼 は,命 令 に よっ

て金 銭 の受入 れ,支 払 い,貸 付 け,利 息 と元 本 の回牧 を行 い,そ して主 人 にそ

の 利息 と元 本 を償 還す るので あった。

彼 は奴隷で あったが故 に,彼 は主 人 の人 格 の延 長 で あ るに過 ぎなかった。

独 立 せ る 人 格

奴隷 は彼 自身 の人格 と観点 を有す る人間で あったので,彼 の主 人 を彼 自身 と

は独立 せ る別 個の人間だ と考えたに違いない 。 従 って,彼 の記 録 は他 人 が 第三

者 と取 引す る事実 を記録す るとい うよ うな もので あった。

主 人が彼 に幾何かの金銭 を前貸 しした時,奴 隷 が個 人 的 に彼 の主 人 にそ の金.

額 だ け債 務 を負 うて い るのだ とい う記録保持上 の観点 を とるの も当然 で あ っ

た。 主人が金 銭の返還 を要求 した時,奴 隷 が主 人 に対 す る債 務 を支 払 うのだ ど

考え るの も当然で あった。

主 人に対 す る代理 人(agent)と して,彼 の預 か る資 金額 が 増加 す る こ とは,

主 人 に対 す る彼 の債 務額 が 増 加 す る ことを示 した。 そ れに反 して,減 少 す る こ一

とは,彼 の主 人 に対 す る債 務額 が 減少 す ることを示 した。

損 失 と 利 得

ローマの通貨の代わ りに ドルをもって例示すれば,典 型的な取引は次の如 く.
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驚 な るで あろ う。

主 人 が彼 の奴 隷 に$1,000を 前 貸 しす る と,奴 隷 の観 点 か ら す れ ば,彼 は

$1,000を 保 有 し,彼 の主 人 に$1,000の 債 務 を負 うて い る こ とに な る。主人

・の 指 令によって ,奴 隷 が$1,000を6%の 利息 で 貸 付 けた とす る 。 彼 は 現 金

(actualcurrency)を 債 権(receivable),即 ち貨 幣 に対 す る請 求 権(claimto

・currency)に 置換 え7Cの で あ る。 そ の 借手 が 貸 付金 を支 払えない とすれば損 失

を蒙む るが,そ れ は奴隷 の損 失 で は ない 。彼 は貸付 けを行 うよ うに命ぜ られた

だ けで あ り,そ の損 失 は主 人 の損 失 で あ る。

奴隷 自身の観点 か らすれば,彼 の保持 す る この資 金額 の減少 は,主 人 に対 す

る彼 の債 務 免 除(releaseofhisliability)と し て 作 用 す る。 従 っ て,彼 の

1$1,000と い う個 人 的 債務 は消 失 す る こ とにな る。

そ の投資が不良でな く良好で ある ことが明かになった とすれば,異 な っ た事

情 にな るで あろ う。 奴 隷が命令 に従 って前例 と同額 の金 銭 を貸 付 け た とす れ

ば,今 度 は もっ と良 い 結果 とな り,借 手 は単 に$1,000を 支 払 うのみ な らず 利

息 の$60を も加算 して支 払 う。 そ れ故,こ の 取引 の完 成 に よ っ て,奴 隷 は

」$1 ,000だ けで 仕 事 を始 め たに もかx)、わ らず,$1,060を 保 有 す る こ とに な

る。

彼 が何 ん ら財産 を所有す る ことが 出来ず,そ して彼 が た ゴ代 理 人 と して 活動

してい る ことを心 に留 めるな らば,$60と い う資 金額 の増 加 も,主 人 に 対 す

」る奴 隷 の負 債 が$60だ け増加 した こ とを示 す の は 明白 で ある。

ら

責任 と責任解除の記録

ローマ時代の奴隷 制度が 会計機構 の基本的諸要素 を検討す るのに極 めて有カ

ーな背景(background)を 提 供 す るの で な ければ,上 述 した基 本 的 例示 を更 に論

議 す る意義 は殆ん どないで あろ う。他の如何 な る例示 も,企 業 とそ の 資 本主 と

Ll(Z)代理 関 係(agencyrelationship)や 資 本主 に よ る企 業 の完 全 な る統 制権 とい

う もの を,か くも如 実 に示 す こ とは出 来 な い。

ロー マの奴隷 とその主人 の関係 は,あ らゆ る複 式 簿 記が 依存 して い る責任 と
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(久 野tt1)

責 任解除 の概念(chargeanddischargeconcept)を 暗示 して い る。 奴隷 は 、、

彼 の主 人 か ら彼 に貸付 けられた幾何か の資金 に対 して責任 を負い,且 っ有 利 な

投資か ら生ずる資金の増加分に も責任を負 う。彼は彼の主人に資金を返還する

ことによってその責任 を解除 される。彼は発生 した損失によって もその責任を

解除 される。奴隷 自身は,彼 に手渡 された資金の増減によって利益を得 ること

もなければ損失を蒙むることもない。

この主人 と奴隷 の関係(master-slaverelationship)に は二 っ の基 本 的 会計概

念 が あ る。即 ち,(1)物 財 で は な くて 貨 幣 に よって 記録 を保 持 す る とい う概

念,そ して(2)資 本 主 か ら独 立 せ る別 個 の エ ンティティー とい う概 念で あ る。
(久野注勤

あ の よ く知 られ て い る会 計 等 式(aCCOUntingequatiOn)は,当 然,奴 隷 が 主 .

人 を一個 の独立せ る人格 と考 えねばな らない ところか ら,そ の奴隷 の観 点 に由

来 す る もので ある。主 人 を債権者(creditαr)と 見 倣 す方 法 以 外 に,如 何 な る

記録保持の方法が発展 し得たかを考え ることは不可能で あ る。奴隷 に とって

は,彼 の資産が常に且つ必然的に彼の負債 と均衡するが故に,会 計等式は自然

であ り,論 理的であ り,且 つ当然のことであった。

同じような単純な論理によって,資 産総額の増加分は自動的に負債総額の増

加分に帰着 し,こ れに対 して資産総額の減少分は自動的に負債総額の減少分に

(久野 注1)こ ㌧に 言 う責 任 と責任解 除の概念 と は,今 日 の 言 葉 で 言 え ば 会 計 管

理(accountingcontrol)の こ とで あ り,会 計の 計算的管理 機能 と考 え るこ とが 出一

来 る。 それは会 計上 の諸機能 のすべ てに内在 す る本 質的機能 で あ り,営 利企業 た る

と非営利 企業 た るとを問 わず,ま た資本主 義社会 た る と社会主 義社会 た るとを問 わ

ず,す べ て の会 計制 度 に普遍 的 に内在 す る機能 で あ る。この管 理機能 の意義 を強 調 し

てい る参考文 献 は数多 く存在 す るが,例 えば,片 野一 郎,「 現代商業 簿記 」(春 秋 社,

1953),P.51,岩 田巌,「 会計 士監 査」(森 山書店,1954)PP.350～351.黒 沢 清,

「近代会 計の理論」(白 桃 書房,1955),p.49な どを参照 。

なお,イ ギ リスにおいて も,ノ ル マ ンの侵入(1066)後,荘 園制度 の発達が 促が

され たが,そ の荘 園の管理 に際 して,領 主の代理 人 と しての執事 が領 主 に対 す る報

告責任 を果す為 に"charge-and・dischargeaccount"と い う報告書 を作成 してい た

との こ とであ る。片野一郎 訳,「trト ル トン会計発 達史」て同文 館,1952),p.191

を参照 。

(久 野注2)こ')・ でS,Gilmanが 言 ってい る会計等式 は,"あ の よ く知 られてい る会

計等 式… …"と 述べ てい る もの ＼,前 後 の文章 か ら明か なよ うに,資 産=負 債 とい

う擬 人法 に基 づ く勘定 理 論 に 由 来 す る会 計 等 式 で あ り,そ れ は 「Principlesof

Accounting」(Chicago,LaSalleExtentionUniversity,1916,415P.)以 来,彼

が首尾一貫 して主 張 して きた会計等式 であ る。
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帰 着 し た 。 この 論 理 は,奴 隷 の 観 点 か らす れ ば,必 然 的 な もの で あ る 。

評 価の コンベ ンシ ヨン

貨 幣評価が会計の徴標 として利用 されるに至 った方 法ない し時代について は

幾 分曖昧であ る。 しか しなが ら,想 像 に よっ て歴 史上 不十 分 な ものを補え るで

あろ う。 既 にい さ ＼か上述 した主人 と奴隷 の間の一連 の取引 は,必 然 的 に 貨幣

に よ って 商取 引 を考 え る習慣 の出発点 を為 したで あろ う。

もし も百 の貨幣取 引が生 じた とすれば,奴 隷 が,初 め て貨 幣 で な くて財 産 の

会 計 を為 さねばな らない百一番 目の取引に対 して も,同 一 の 記録 保 持 の方 法 に.

従 うこ とは極 めて 自然 で あろ う。

便 宜上,昔 の価 値 尺 度(lneasu∫esofvalue)で な く現 代 の価 値 尺 度 を 用 い

て,当 面 の諸問 題 の幾 つ か を考 察 してみ よ う。主 人 は奴隷 がま さに負債だ と見

倣す$100を 前貸 しす る とす る。奴隷 は,指 令 に基 づ い て,そ れ を100ブ ッシ

エル の小 麦 に投 資 す る とす る。た ゴちに彼 は新 しい 記録保持上の問題 に直面 す

る。 もはや彼 は貨幣 を扱 っ て い な い の で あるが,依 然 と して彼 の記 録 は貨 幣

記 録 で あ る。 彼 は既 に主人 に対 す る$100と い う個 人 的 負 債 を記 入 した の で

あ るが,手 許 に は$100も な けれ ば借手 に対 す る$100の 請 求 権 を も持 た な

い 。彼 は,彼 の記 録 保持 に関 す る限 りで は何か新 しい もの,即 ち100ブ 。シ エ

ル の小 麦 を保 有 してい る。

彼 の等式 は,表 現 は同質 的 で な い に して も,100ブ 。シエル の小麦 が主 人 に 負

うて い る$100に 等 しい こ とを現 実 に示 してい る。丁度,自 分 で三 匹 の 羊 を

所 有 し隣人 に二 匹 の豚 を借 りてい る農夫が 交換手段 を用い ね ば な らな い よ う

に,奴 隷 は 共 通 的 な 表 現 で 彼 の 管 理 財 産(agencyproperty)と 管 理 負 債

(agencyliability)を 表示 せ ざるを得 な くな った 。他 の財産 に対 して 或 る種 の

財産が真の代替物(substitution)で あ る場 合 に は,即 ち$100に 対 して100ブ ッ

シエル の小麦 が あ る場 合 に は,そ の小 麦 を$100と 見 倣 す こ とが 奴 隷 の 記 録

保 持 目的 の 為に必要欠 くべ か らざる ことにな った。

小麦の物財的数量が通貨でない とい うことは,等 式 的 記 録 の 観 点 か ら す れ

ば,重 要 で ない 。記 録 目的 か らす れ ば,そ の小 麦 は ドル に 換 算 さ れ た の で あ
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り,そ の取 引 は"(現 金 の)$100が 主 人 に対 す る負 債$100に 等 しい"と い

う原 初 的 等式 か ら"(小 麦 の)$100が 主 人 に対 す る負 債$100に 等 しい"と

理 解 す る等 式 へ変 化 した こ とを反映 してい る。

この換算(translation)の 便 益 は,そ の小 麦 が$120で 販 売 され る時 に証 明

され,そ れ に よっ て 奴 隷 が 保有 してい る資金総額 の増加分は必然 的に主人に対

す る彼 の債務 の増加分 と等し くな り,か くして そ の 等式 は"(現 金 の)$120が

主 人 に対 す る負 債$120に 等 しい"こ とに な る。

この換算 ない し評 価(valuation)と い う事柄 は,主 人 と奴 隷 の関係 に 由来 す

る素 朴 な記録保持の必要性 を見落 して きた人達の根本原因で あ る。

評 価 の 慧 義

既述 した取引に は現実 的な問題が含 まれていない。100ブ 。シ エ ルの小 麦 が 単

に$100に 置 換 え られ た に過 ぎな い 。

経 済 的評価理論 は,こ の基 本 的問 題 にっ い て 考察 す る際には現実的でない よ

うに思われ る。 か ～る代替は,奴 隷 の小 麦 に対 す る支 払 が 過大 で あ るか過少で

あ るかには関係 な く,記 録保 持 目的 か らす る一 つの平 衡取 引(eventrade)な

の で あ る。

巧 妙 な取 引 に よって彼 は100プ 。シ エル の小 麦 を$90で 入手 して い た か もし

れ な い 。不 注 意の為 に彼 は$110を 支 払 って い た か もしれ ない 。 これ ら は 単

な る仮 定であ る。実 際上 の問題 として,彼 は100ブ 。シ エル の小麦 を$100で

代 替 した ので あ り,彼 の観 点 か らす れば,そ れ以 外 の評 価 は考 え られ ない 。

勿 論,彼 の主 人 が この取 引 に 干渉 出 来 ることは事実で ある。 主人は,監 督 す

る こ とに よって,そ の小 麦 は$200の 価 値 が あ る こ とを主 張 出 来 る し,奴 隷

を して それ に応 じて記 録 を調整 させ る こ とを 要 求 出来 る。奴隷 は,$100を

100ブ ッシエル の小 麦 と 交換 す る時 に,小 麦 を$200に 換 算 せ ざ るを得 ない か も

しれ な い が,彼 は 自分 の債 務 よ りび た一 文 多 くも少 くも取 扱 う こ と は 出来な

い ので あ るか ら,彼 の簿 記 等式 は"(小 麦 の)$200は 主 人 に対 す る負 債$200

,に等 しい"こ とを示 さね ば な らな い 。

奴 隷 の管理責任(chargeability)に 関 す る限 り,こ の記 録 は恰 か も$100と
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・い う評 価 が 用い られ るの と同 様 に十分なので ある。彼 の責任や義務 は,丁 度一

方 を評 価 す る こ とに よって 他方 の評価が 明確に され るよ うな もので ある。

彼 の主人が恣意 的な決定 に よって小麦の原価 評価(costvaluation)よ り も

高 い もの を主 張 す るか も しれ ない とい う事実 は,奴 隷 に とって は何 んの 関係 も

な い 。 その後その小麦が$120で 販売 され る と,主 人 に対 す る負 債額 に$80

の 減少 を き7cす が,そ れ は過大 評価(inflatedvaluation)1こ 基 づ く損 失 を示 し

'て
い る。'

主 人 の観 点 か らして も,究 極 的 な成 果 は,何 れ の場 合 で も実 際 に$20を 得

て い るの で あ るか ら,何 れ の評価 に基 づ い て も同 じで あ る。

それ故 に,原 始 評価(initialvaluation)の 問 題 は重要 で ない こ とに な るが,

そ の重 要 で ない とい う こ とは,こ れ ら二 人 の観 点 に つい て のみ 言 え る の で あ

る。例えば ・主 人が単 に資金 を提 侯す るだ けで ・他人を雇 ってその資金 を管理

させた り奴隷 に指示 を与え させた りすれば,そ の仲 立 人(90・between)も し く

は管 理 者(manager)は 当然 種 々の 取 引が有 利で あ るか 否かに多大な関心 を払

うで あろ うか ら,異 な った事 情 が現 われ る。 か ㌧る仲立人の観点 か らすれば,

原 価 以 外 の原 始 評 価 は経 営能 率(managerialefficiency)に 関 して記 録 を 歪 め

る よ うに思 われ る。

この一般的な考察 は恐 ら く当面 の主題 か ら一 歩先ん じて い るか も しれ な い

が,小 規 模 な 法人 格 を持 た ない 企 業 組織 を除 くすべて の企業組織 に とって 重要

な ことなので,た 団誤 解 を取 除 くべ くこ 、で い さ＼か述べてお く次第であ る。

二人,そ れ もた った 二 人 の 当事 者 か らな る場合にのみ 一一一即 ち一 方 に エ ン

ティティー として の奴隷 と他方 に経営者の職能 を も行使す る主人が おる場合にの

み 一 一原始評価 の金額 は責任 と責任解除 の観点 を除 けば 何ん ら重要で ない と言1

い得 るので あ り,従 って,主 人 は小 麦 の原始 評 価 を$100の 原価 以 外 で要 求 し

て も差 支 え な い と言 い得 るのであ る。

現 物 取 引

奴隷 と主人の例示を更に一歩進めてみることが望ましいように思われる。

これまで,主 人 と奴隷の関係は貨幣のみを伴 なうように考えて きた。奴隷は,
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彼 の主 人 に対 す る代理 者 として,貨 幣 か ら商品 へ,そ して 再 び貨 幣 へ とい う転

換 か らな る第三 者(outsiders)と の 取 引 に従 事 す るの で あ るが,仮 定 に よっ て.

主 人 と奴隷 との取 引 は現 金(actUalmoney)に 制 限 されて い た 。等式 は実 に こ

の仮 定に基礎 をおいていたので あ り,主 人が 奴 隷 に対 して現 金 で はな く物財 を

貸 付 ける場 合には色 々な支障が導入 されて くる。

現 物 出 資

主人が奴隷に対 して販売用 に10匹 の羊 を与 え る と仮 定 しよ う。

奴 隷 は,彼 に委 託 され た財 産 と,そ れ に照 応 す る主 人 に対 す る債務 を記録ず

る必要 が ある。 しか し,こ の ことは,た ゴちに"如 何 な る評 価 を用 うべ きか"

とい う疑問 を投 げ か け る。

奴 隷 は評 価 を決定す る権限 を持たない ので,主 人 が 評 価 しな け れ ば な ら な

い 。彼 が一匹当 り$5と い う恣 意 的 な数 値 を付 けtcと 仮 定 しよ う。 この決 定 に、

よ って,奴 隷 は彼 の記 録 を調整 す る こ とが出来,$50の 価 値 を持 っ羊 に対 す る

責 任 を負 い,彼 の主 人 に対 す る$50と い う負 債 を示 す こ とに な る。

奴隷 の 観点 か らすれば,$50と い う評 価 が 高 い か低 い か に つ い ては少 しも問

題 がない。 彼 は,ひ た す ら自分 の 責任 を財務 的 表 現で反映す るこ とに専心 して.'

い るの で あ る。

主 人 の観 点 か らす れば,そ の事柄 は極 めて 重 要で あろ う。次 後の羊 の販売 に

基 づ く彼 の損益 は,そ の評 価 に よ って不 可避 的 に影 響 を受 けるであろ う。 もし

も主人が羊に対 して実際には一匹当 り$4し か費消 してい ない と して,奴 隷 に一

は一 匹 当'b$5で 渡 す もの と し,奴 隷 が一 匹 当 り$6で 販 売 す る とす れ ば,

その主 人 は一 匹 当 り$2,即 ち全部 で$20と い う利益 を得 る こ とに な るが,

その半 額 は,当 然,$60に 売 れ た$50の 価 値 を持 っ羊 のみ を示 してい る奴 隷

の記録 には現われない 。

現 物 の 引 出 し

例示 を複雑 にす る為 に,羊 を販売 す る前 に主 人が そ の うち一匹 の羊 を殺 して

食用 に供す るよ うに欲 した と仮 定 しよ う。

その羊 は奴隷 の帳簿に$5で 計上 されて お り,彼 が それ を償 還 した場 合,彼

は主 人 に対 す る負 債 をそ れ と同額 だ け,即 ち$5だ け帳 消 しす る。
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しか しな が ら,主 人 の 観 点 か らす れ ば,彼 は$4の 羊 を費 消 して い る の で あ

っ て,そ れ に よ っ て 彼 は 奴 隷 に 恣 意 的 な$5と い う評 価 で 渡 した 時 の$1と い

う事 前"利 益"(preliminary"profit")を 得 た の に,そ れ が 今 や 相 殺 さ れ て し

ま う の で あ る 。

ローマの奴隷理論の長所

この主人 と奴隷の関係は,基 本的な会計諸問題 を論ずるのに極めて適切な媒

介物(vehicle)で あるか ら,な いが しろにすべ きではない。基本的会計機構を

説明す るのに,こ れほど有用な方法はないのである。奴隷は一個の独立せ る人

格であるが,彼 は全 く主人の支配 と統制のもとにおかれてい る。現代会計の理

論 と実践の発展は,実 にこれら二っの概念の相互作用(illterplay)に よるので

亀

ある。

奴 隷 の 観 点'

奴隷の観点か らすれば,彼 の主人に対 する債務の増加分は,そ の増加が主人

による追加出資によるものであるか有利な取引か ら実現 した利得によるもので

あるかを問わず,単 に管理責任が増加 した事実を示すのみである。奴隷は,ど

のよ うにして負債が生 じたかにか 、わ りな く彼の主人に対する負債を記録す る

ことに専心 しているのであるか ら,彼 に前貸 しされた資金について も利得に対

すると同様に処理 したのである。彼の責任は,彼 の負債の増加が利益 によるも

のであろ うと主人による追加出資によるものであろ うと全 く同じなのである。

主 人 の 観 点

主人の観点か らすれば,拠 出資本と利益の区別は重要であ り,主 人は二 つの

記録 を保持すべ く奴隷 に指示 を与えた もの と想像 され る。即 ち ・一 つは前貸 し

した資金 に対 す る奴隷 の負債 を反映す る記録で あ り,今 一 つ は利 得 に対 す る奴

隷 の負 債 を反 映す る記録で ある。両者は共 に負債勘定(liabilityaccounts)と

考 え られ るが,奴 隷 の観 点 か らす れば 同一 の もの とな る。

しか しなが ら,そ の区 別 は拠 出 資本 とその拠 出資本が達成 した成 果 との比較

資 本(capital)と 所 得(income)と の比 較 を与 え る 。 こ}sec株 式 会 社 会 計

(corporationaccounting)に おい て極 めて 重 要 に な っ てい る資本金勘定 と剰余
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(久 野 注1)

金 勘 定(investmentandsurplusaccounts)の 起 源 が 想 像 され る の で あ る 。

非人的会計実体

(7h。lmper5。nalAcc。unセ …ngEnセiセy)

現 代 に お い て は,会 計 実 体 は ロー マ 時 代 の 記 帳 を特 質 づ け て い た 自 然 人 格

(humanpersonality)の 要 素 を欠 い て い る 。 そ の 代 わ り,会 計 実 体 は 一 個 の 仮

想 的 も し くは 擬 制 的 な 人 格(animaginaryorajttificialpersomality)を 附 与 さ

れ て い る 。

法 人(corpQration)は"一 個 の 擬 制 人"(anartificialperson)な り と い うi裁

(久野注2♪

判長Mars1講alLの 定 義 を思 い 出す 人 も多い で あ ろ う。個 人 企 業(solepropr・

ietαrships)や 組 合 企 業(pertnership)も 同様 に考 え られ るか も しれ ない 。 独立

せ るエ ンティティーは主 人 と奴隷の関係 に存在す る事実 であった。 会計ゴの諸記

録 は,エ ン ティテ ィー が 会 計 コ ン ベ ン シ 。ン に な っ て い る今 日で も,依 然 と して

一 個 の エ ン ティテ
ィー の 観 点 か ら記 され て い る。

「

用 語

この擬制人に付 けられて きた あ らゆ る名 称 の う ち で,"エ ン テ 。テ ィー"

(entity)と い う言葉 が 最 も適 切 で あ るよ うに思われ る。恐 ら く代 替用語 として

は"経 済 体"(economicentity),"経 済 単 位"(economicunit),"会 計 単 位"

(accountingunit),"事 業"(enterprise),"企 業"(business)と い う よ う な 語

(久 野 注1)OttoBauer,rMonumentsofBookkeepingHistory」(Moscow,1911)

PP,47,111.に は 次 の 如 く述 べ られ て い る。"利 益 と資 本 とを 分 け る こ と,な らび

に 毎 年 損 益 勘 定 を資 本 勘 定 に 振 替 え る こ との 二 つ は,か な り昔 か ら複 式 簿 記 手 続 の

一 部 に な って い た
。 ・… ・・Cotrugli(1458)は,元 帳 と仕 訳 帳 を毎 年 突 合 わ せ る こ と,

全 損 益 を資 本 勘 定 に移 す こ とを教 えて い る。"片 野一 郎 訳,「 リ トル トン 会 計 発 達

史 」(同 文 館,1952),p.315を 参照 。

(久 野 注2)ア メ リカ合 衆 国 高 等 裁 判 長 を して い たJohnMarshallが1819年 の ダ ー

トマス 大 学 事 件(DartmouthCollegecase)の 判 決 で述 べ た有 名 な 言 葉 で あ る。 そ

れ は,法 人 が"擬 制 的 な 目に 見 え な い無 形 の もの で あ って,た ゴ法 律 に 基 づ い て

存 在 す る もの で あ る"と い う法 的実 体(legalentity)を 明 か に した 言 葉 で あ る。 ダ

ー トマ ス大 学 事 件 の 詳 細 に つ い て は ,例 え ばH.W.Ballantine,「Ballantineon

Corporations」(Chicago,CallaghanandCompany,1946),PP。644～647を 参

照 。

'
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句 が あ るで あろ う。}!

最 後 の語句 は恐 ら く最 も多 く用い られる もので あろ う。 人は一般 に 自己の企

業を自分 自身 とは独立 せ る別個の ものだ と言 う。 彼 の簿記記録 は彼 の企業活動

を反映 してい る。 もし彼 が三 つない し四つの異 なった事 業に従事 してい る とす

れば,た とへ それ らが 法人 組織 に な ってい な くて も,彼 は この各 々を一個 の独

立 せ るエ ンティティーと考え る。か トる事業 は,た とへ 一 人 の人 聞 に よ って 完全

に所 有 されていた として も,商 晶 が一方 の店 か ら他 方 の 店 へ移転す るので,他

の事 業 と取 引 を持 っ で あ ろ う。

しかしなが ら"企 業"と い う語 句 は,そ れが 余 りに広 く用 い られ過 ぎてい る

のみな らず,そ れ が経 済活 動(ecollomicactjvity),売 買(trading),金 儲 け

(money-making)と い う意 味 を含 む ので,適 当で は ない 。

この 諜 は会 計記 録 を も必要 とす 礪 々明 拝商 業 的 活 動(non-・:ommercial

activities)脅 無視 して い る。 会計 記 録 の維持 され るところには必 ず一個 の擬制

人 の想定が見 出 され る。従 って,"企 業"と い う語 句 は 市,病 院,あ るい は

ク ラブ に も妥 当す るほ ど広い もので はない。 同様 の批判 は"経 済単 位"や"経

済 体"と い う用 語 に対 して も生 ず るに違い ない。

色 々の著者達が この擬制人の名称 の問題に考慮 を払 って きたが,彼 等 は"エ

ンティティー"と い う 用 語 を 選 ん で い る よ うで あ る。 寧 ろ そ れ は"会 計"

(aCCOunting)と い う用 語 に よっ て限 定 さるべ きであ る。"会計実 体"(accOunting

entity)と い う語 句 は擬 制 人が 会 計 記 録 と関連 して考 え られ ることを 明確 に示

してい る。或 る言葉 を定義 す るの にその言葉 自体 を もってす る不適切なや り方

に幾分共通 してい るが,"会 計実 体"と い う用 語 は"エ ン ティティー"と い う用

語 に比 較 して実 践 上 の利 点 を有 す ることが,こ の語 句 を正 当化 して い る よ うに

思 われ る。

"エ ン テ
ィテ ィー"と い う用 語 は"単 位"(unit)と い う用 語 よ りも優 れて い

ヲ

る。何故 なれば,"単 位"と い う言葉 は"単 位 原価"(unitcost),"個 別転 記

資 料"(unitpostingmodia),そ して一 部 門 の構 成 単位 に対 す る呼称 と しての

"単 位"の 如 き語 句 で他 の意 味 に も普 く用 い られるか らであ る
。

エンティティー概念と資本主概念
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'す べ て の 権威 者達 が エ ンテ
ィティー ・コンベ ンシ 。ンに同意 して い ると考 えて

は な らない。

基本的会計構造 を検討す るのに二 つの一般 的方法 が ある。 一 っはエ ンティティ

理論(entitytheOry)で あ り,今 一 っ は しば しば"資 本 主 理 論"(proprietory

theory)と 呼 ば れ て い る もの で あ る。 両者 の差異 は観点 の相違 にあ る。

エンティティー理論 においては,資 本主 が 如 何 に 企 業 と 利害 関係 を密接に して

い よ うと,そ の 資 本主 を企 業 とは独 立 した別個 の人間であ ると考 え る。

資本主理論 においては,こ の ことは 当嵌 らな い 。従 って,別 の 資 本 主 勘 定

(proprietor'saccount)の 説 明 を適 用 す る ことが 必 要 に な る。 この ことは簿記

が資本主 による資本主 自身の財産 の会計 を示 してい るのだ とい う仮定に よって

説 明 され る。

前者の場合で はエンティティーが,そ して後者 の場 合 で は 資 本主 が 申心 になっ

てい る。

エ ンティティ理 論に従 えば,資 本 の拠 出 お よび 引出 し を無 視 した場合,利 益 と

は エ ンティティーが 資 本 主 に負 うてい る総額 の増加分で ある。 資本主理論 に従え

ば,利 益 とは企 業 活動 を通 じて得 た牧 入(proceeds)の 支 出(outlays)に 対 す

る超 過 分 で あ る。

往 時 の著 者 達が現 代の著者達 と同様 な方法で エ ンティティー・コンベンシ.ン を
ゆ 　

用 いた とい うことは,次 の よ うにPeragalloが 引用 して い るPacioloの 説 明 に

よ って 暗示 され る。``支 店 は,結 局 そ の 資 本主 の 債 務者 で あ って,丁 度 債務 を

負 い,そ の 後 に それ を支 払 う債務 者 が 行 な うの と同じよ うに,本 店 に 引渡 す すべ

て の もの につ い て本店勘定に借方記 入 し,本 店 か ら受 入 れ るす べ て の もの につ

ぐダ　 ま　

い て 本 店 勘 定 に 貸 方 記 入 す る 。"

(1)EdwardPeragallo,「OriginandEvolutionofDoubleEntryBookkeeping」

(NewYork,AmericanInstitutePul〕lishingCo.,Inc.,1938),P.99.　
(久 野注)こsに 引用 されて い るPac三 〇loの 説明 は,彼 の 「SummadeArithmetica,

Geometria,ProportionietProportionalita」(Venezia,1494)中 の簿記 論全36章

の うち第23章 の一 部 であ るが,そ の章の見 出 し文 は次の 通 りで あ る(片 岡義雄,「 パ

チ ヨー リ 「簿記 論」 の研 究」(森 山書店,1956)P.187か ら再録)。"店 舗 があな た方

自身の管理下 にあ るか,ま たは他 の責任者 の管理の下 にあ る場合 の勘定記入 の順序

及 び方法 につ いて 。 並 びに,店 主 の正 式 な帳簿 と店舗 の帳 簿 とに別個 に記入 す る方
・法 につい て"

。



StephenGilmauの 会 計 実 体 論(邦 訳)(久 野)-111一

く　ラ

Littletonは,次 の よ うな 言 葉 で エ ン ティティー ・コ ンベ ン シ.ン の 本 質 を 述 べ

'てい る
。

か くて報告(記 帳)者 に とっては,"資 本主"に 関す る勘定は原則 として貸主に関する

勘定と異ならなか った。事実,貸 主は貸主たることを明かに しないようにしばしば資本主

という形式をとっていた。15世 紀によく行われた組合売買の 業務執行組合員(匿 名出資者

に対比 して)に とっては,(a)彼 が管理す る財産の種類 と(b)彼 が管理す る財産の源泉を

示 す二つの本分があった。 かくして利益は使用財産の源泉に対する附加的"債 務"に 過 ぎ

なか った。

ビ　う

PorterとFiskeは,エ ンティティーの観 点 か ら,利 益 とは"取 引 に費消 した価 値

を越 して 受取 られ る価 値の超過分に対す る資本主 の請求 権な り"と 定 義 してい

る。 こSに 彼 等が"請 求 権"(claim)と い う言葉 を使 用 して い る ことが エ ンティ

テ ィー観 の適用 を灰 めか して い る ことは明かであ る。
ゴ　

MacFarlandとAyarsは,も っ と明確 な立 場 を とって 次 の よ うに述 べ て い

る。"財 務 記 録 が 分 類 され て記 録 され,集 約 され,そ して 解 釈 されね ば な らな

'い一 個 の単 位 もし くは事 業 としての企業概念 は
,会 計上 絶対 に必 要 不 可欠 で あ

.る。,,

ゴわ

HusbandとThomasは,こ の 二 つ の理 論 を論 じて 次 の よ う に 確 言 し て い

る。"会 計 人 は二 つ の グル ー プに分 け られ る。(1)資 本主 は債 権 者 に負 うて い る

一一 定 額 を除いてすべ ての資産 を所有す るのだ と主張す る人達 と
,(2)負 債 も

資 本 も単 に 資 産に対 す る請 求 権だ と主張す る人達であ る。 この二つの理論 の う

ち,古 之か らあ る前 者 の観 点 は,後 者 の観 点 よ りも多 くの 人 達 か ら支 持 されて

い る 。"

エ ン ティティー ・ コ ンベ ン シ.ン に も資 本 主 コ ンベ ン シ 。ン に も価 値 が あ る。

す べ て の コン ベ ンシ 。 ン と 同 じ よ う に,そ の 何 れ もが 擬 制(artificiality)と い

(ユ)A,C.Littleton,「AccountingEvolutionto1900」(NewYork,American

InstitutePublishingCo,,Inc,,1933),p.194.

(2)PorterandFiske,「Accounting」(NewYork,HenryHolt&Company,

1935),p.37.

(3)MacFarlandandAyars,「AccountingFundamentals」(NewYork,Mc.

Graw.HillBookCompany,Inc.,1936),p .1.

〈4)HusbandandThomas,「PrinciplesofAccounting」(NewYork,Houghton

MifflinCompany,1935),P.18,
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う要 素 を含 ん で い る。 どち ら も,そ れが 首尾 一 貫 して維 持 され る限 り,意 義 が

あ る。無 意識 の うちに一方 か ら他方へ観点 を変え ることが生 ず る場 合にのみ,

誤 っ た推 論 に 陥入 る危 険 が 存 在す る。

エ ンティティー・コ ンベ ンシ.ン は,会 計 的 利益 研究 の基 礎 と して,そ れが 単純

で あ るが故 に,そ して現 実 の 簿記 手 続(bookkeepingprocedure)が 実 際 に資

本 主 は恰 か も債権 者 で あ るかのよ うに 扱 っ て い る が故 に,人 の心 を惹 きつ け

るの で あ る。即 ち,複 式 記 入 の機 構そ の もの を形 成 してい る基 本的 なプラス と

マイナスの記入が,あ らゆ る資 本 源泉 に関 して類 似 してい るが故 に,人 の心 を

惹 きつ け るの で あ る。

エンティテイー概念に反射する灌威者達

資本主理論で会計教育を受けて きた人達にとっては,ロ ーマの奴隷に代えて

一個の擬制人を想定することが恣意的な空想のように思われる
。

ぐ　ク

初 期 の 権 威 者 で あ るSpragueは,エ ン テ ィティー理 論 に 真 向 か ら反 対 す る 立.

場 を とっ た 。 彼 は,エ ン ティテ ィー理 論 の 長 所 を 幾 分 か 認 識 して い た け れ ど も,

"そ れ が 資 本 を負 債 に 含 ま し め る"こ と を理 解 出 来 な か
っ た 。 彼 は,エ ン ティ

テ ィーが{`そ の 資 本 主 な い し はそ の 資 本 拠 出 者 を そ の`他 の'負 債(its`other'

1iabilities)と 同 一 関 係 に お く もの で は な い 。 エ ン テ ィティー は,資 本 主 に`負 う'

(owe)て い る の で は な く,資 本 主 に よ っ て`所 有 され る'(owned)の だ と言 つ
くユク

た方 が適切 であ るよ うに思われ る"と 考 え たの で あ る。 他 の箇 所 で,彼 は次 の

よ うに 言 つ てい る。

か くして,貸 借対照表の右側は全 くその左側に対する請求権 もしくは権利から構成され.

てい る。"そ れでは,右 側がすべて負債か ら成立つているというのは偽 りではないか"と

い う疑問が投げかけ られ るであろう。この間に対する解答は,他 の権利,即 ち負債は資本雫

主の権利 とは実質的に異なるのだということになる。

HenryRandHatfieldは,そ の 著 作 に お い て,終 始 一 貫 して エ ン ティティー

(1)CharlesE.Sprague,「ThePhilosophyofAccounts」(NewYork,The

RonaldPressCompany,1913),PP.49,46.
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(久野注)

理 論 よ り も寧 ろ 資 本 主 理 論 を 使 用 し て き た 。

法 律 上 エ ン テ ィティー概 念 の 拡 張 が 好 ま れ な い こ と は,01iverB.Djckinson,判

く　　

事 の次の よ うな論評に反 映 されてい る。``株式 会 社 と株 主 の 関係 は,恐 ら く第

二 義 的 な曖 昧 な意 味 に お いて はと もか く,債 務 者 と債 権 者 の 関係 そ の もの で は

ない。"
ゆナ

Canningは,エ ン テ。テ ィー理 論 を 次 の 如 く論 じて い る。

勘定 はエ ンテ ィテ ィー と商業上 お よび財務 上の 関係 を有 す るあ らゆ る人 に対 し,こ の エ

ン テ{テ ィに よる会計 を構成 す るのだ と言 われ る。著 者 達の中 には,株 式 会社事業 の場 合,

このエ ンティティーが単 に言葉 の綾 に とゴま らな くな る とさへ述べ てい る者 もあ る。 これ

は,彼 等 が株 主 を所 有主だ と考 え,株 式会 社 を この エ ンティテ仁 に符号 せ しめん とす る大

きな失錯 を演 じてい るか らであ る。

こ～に述べ られてい る要旨は幾分曖昧で あるか もしれない。 特定の企業 組織

形 態が一個 のエンティテ.一 で あ る と考 え 得 るな らば,そ れ は法 律 の如 きもの に

よ って認 識 され る株式会社で あるが,株 主 集 団(sharehQldergroup)を 所 有 主

と考 え る所 謂 失 錯 な る もの は,決 して失 錯 で はな く,幾 分擬 制 的 で は あ るが 有

用 な コンベ ンシ 。ンの拡張に過 ぎない と思われ る。

エ ン テ イ テ イ ー 概 念 の 法 的 矛 盾

資 本 主 理 論 に 対 比 さ れ る エ ン テ ィテ ィー 理 論 の 多 くの 論 議 は 法 的 考 察 の 影 響 を

受 け て き た 。

法 的 考 察 は,重 要 で は あ る が,こ れ ら二 つ の コ ン ベ ン シ.ン の 長 所 に つ い て

は 何 ん の 関 係 も な い 。 か ㌧ る 目 的 の み か らす れ ば,法 律 が 特 定 の 事 業 の 資 本 主

(久 野 注)HenryRandHatfie】d(1866～1945)の 著 書 と し て は,「ModernAcco-

unting」(NewYork,D.AppletonandCompany,1909),「Accounting」(New辱

York,D.AppletonandCompany,1927),「AStatementofAccounting

Principles」(NewYork,AmericanInstituteofAccountants,1938)-T.H.

Sanders,U.Mooreと の 共 著 でS.H.M会 計 原 則 と して 知 られ て い る もの,

「AccountingPrinciplesandPractices」(Boston,1940)な どが あ る。

(1)ΩuotedbyRobertH.MQntgomeryin"DealingsinTreasuryStock",

「TheJournalofAccountancy」,August1938,p.112.

(2)JohnB.Cann}ng,「TheEconomicsofAccountancy」(NewYork,The

RonaldPressCompany』,1929),p.55.
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を通 常 の 債 権者 と区 別 して考 え る ことは重要でな くなって くる。 一個の擬制 人

は,厳 密 に言 え ば,何 ん らの観 点 も持 ち得 ない けれ ど も,説 明上,エ ンティティ

ー の観 点 か らす れ ば資本主 と他の債 権者の間 には 差異が ない と言い得 るよ うに

思われ る。
くハ

Canningは,会 計交 献 に は``負 債 と資 本 の 差 異 は何 ん らか の形 で相対 的な法

律 上の優 先権(priorityofclaims)1こ 基 づ くとい う考 え"が 盛 られ て い る と述

べ て い る。

或 る種 の企業組織形態で は,資 本 主 が 勝 手 に そ の拠 出資 本 もし くは利益 を引

出せない こと も事実で あ る。 この ことが会計 によって 団はな く法律によって課

された制限で あ るとい うことは,も し資 本主 が そ の 法律 を無 視 して 引出 しを行

なって も,エ ン ティティー理 論 に は他 の負 債 と全 く同様 にその ことを記録 す る妨

げ とな る何 もの も存 しない事実 によって証 明 され る。

エ ンティティー ・コンベ ンシ 。ンは,資 本主 が 会 計実 体 と独 立 せ る 別個 の人間

もし くは集団で あ り,資 本 主 は会 計 実体 に金 銭 を貸 付 け,会 計実 体 は資 本 主 に

そ の金 銭 を償 還 した りしなかった りす ると説 くので あるが,こ の最後 の こ とは

資 本主 自身 の希 望 もし くは法律上の規定に よって決定 され る事柄 で ある。

エンテ イテイーの説明

差 当 り資本以外の負債(non-proprietorshipliabilities)を 無 視 す るな らば,

エ ン ティティー財産 の増 加 は 自動 的 に資本主 に対 す る負債 の増加にな り,財 産 の

減 少 は 自動 的 に資 本主 に対 す る負債の減少にな る。

エ ンティテ,一 は,自 動 販 売機(slotmachine)と 同 じよ うに霊 魂 な くして 自

か ら動 くので あ る。その活動 は,直 接 もし くは任 命 され た経 営 者 を通 じて資 本

。 主 の要請に応ず る。 エ ンテ,テ ィーは,捉 え ど ころ の な い一 般 に錯 綜 した機構で

あ るけれ ど も,人 間 に よって彼 等 自身 の 利益 の 為に活動 させ られ る。 エ ンティ

テ ィーそ れ自体 には,利 益 もな けれ ば損 失 もな く,そ れ を動 か す人 達 に 影揮 を

一与 え る喜び ,悲 しみ,欲 望,あ るい は そ の 他 の人 間的情 緒 を持 ち得 ない。

会計実体に は種 々の形 態が ある ことは勿論だが,そ れ らの基 本 的 持 質 は同一

(1)Ibid.,P.63.
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で あ る。小規模 の法人格 を持 たない協会 ジ団体,な い しは クラ ブに 見 られ るエ

ンティティー と,製 鋼 会社,鉄 道,銀 行,な い しは市 にお いて 記録 が 保 持 されて

い る会計実体 との間に,何 ん ら基 本 的 な会 計上 の相 違 は存 在 しない。

それで は,ど の よ うに して会 計 実 体 を区別 す るので あろ うか?会 計 実 体

は,複 式 簿記 記 録(doubleentryaccountingrecord)に 関連 して のみ存 在 す

る。 もし社 交 ク ラブが複式記 入記録 を保持 していたい とすれば,そ の団 体 は概

念 上 は っ き り何 ん らかの エ ンティティー形態 に見え るか もしれないが,会 計 実体

は存在 しない。

複式記入記録は一個の会計実体を内包する。逆に,会 計実体は複式記入記録

を内包す る。 もし或 る企業の部門ないしは支店が独自で複式記入記録を保持 し

ているとすれば,そ こには不可避的に一個の会計実体が存在する。 市における
(久野注)

個 々の基金勘定(fundaccounts)は,そ れ ぞれ独 立 せ る一 個 の会 計 実 体 を物

語 っ て い る 。 会 計 実 体 は,一 台 の ミル ク 販 売 車 の 場 合 で も,そ の ミル ク 販 売 車

.に 対 す る複 式 記 入 記 録 が 保 持 さ れ る な ら ば,存 在 す る の で あ る 。

本 社 か ら離 れ て い る 工 場,・ 倉 庫,も し く は そ れ に 類 似 し た 会 計 単 位 を 有 す る

企 業 組 織 で は,一 連 の 複 式 記 入 帳 簿 が 保 持 され て い る 数 だ け 会 計 実 体 が あ る こ

一と に な る 。 ニ ュ ー ヨ ー ク貯 蓄 銀 行 で は,一 銀 行 内 で そ れ ぞ れ 複 式 記 入 記 録 を 有

1して い る 幾 つ か の 部 門 が あ る の が 普 通 で あ る 。 か ㌧ る 場 合 に は,部 門 別 の 簿 記

(久 野注)政 府 会 計 や 市 町 村 会 計 に お け る基 金(fund)と い う 用 語 は,National

Committee㎝GovernmentalAccounting,「MunicipalAccountingandAuditing」

(Chicago,TheCommiltee,1951),P.234に よれ ば"特 定 の 規制,拘 束,或 い は

制 限 に 従 って 特 別 な活 動 を実 行 した り,或 る 目的 を 達 した り,ま た 一 個 の独 立 せ る

会 計 実 体 を構 成 す る為 に 分 離 せ られ た る貨 幣 もし くは財 源"で あ る と 定 義 さ れ る

が,前 記 委 員 会 は 次 の八 つ の 基 金 勘 定 を 例 示 し て い る 。(1)一 般 基 金(General

Fund)),(2)特 別 才 入 基金(SpecialRevenueFund),「(3)特 別 徴 収 基 金(Special

AssesmentFund),(4)運 用 基 金(WorkingCapitalFund) ,(5)公 債 基金(Bond

Fund),(6)減 債 基 金(SinkingFurid),(7)信 託 管 理 基 金(TrustandAgency

二Fund),(8)公 企 業 そ の他 事 業 基金(UtilityorOtherEnterpriseFund) 。 詳 し く

譜ま,例 えば1.J,ChaykinandM.Zimering,「AdvancedAccountingProblems」

〈NewYork,JohnWiley&Sons,Inc.,1958),pp.315～394を 参 照 。
'
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傷(久 野注)

組織が存在する数だけ会計実体があることにな ろう。

規模 に關連するエンティティー概 念

権 威 者 達 の 申 に は,エ ン ティティー ・ コ ン ベ ン シ.ン を大 規 模 も し くは中 規 模 ニー

の企業体には進んで適用するが,小 規模の企業体 もしくは所有 と経営が非常に

密接で一個の擬制的人格を持つ企業だ と考えるのが不適当と思われる事業には

適用しない人達が ある。
くわ

Patonは,``か ～ る状 態 で 企 業 実 体(businessentity)の 独 立 性 を 盲 目 的 に 固

執す るの は意味のない結論 を導 くことにな る"と 指 摘 して い る。彼 は,別 の箇

所 で,``極 端 な例 で は あ るが,フ 。 トボ ール競 技 場 に お け るハゼ玉蜀黍売 りの

商売が特 定の実体(existence)を 有 す る と考 え る こ とは,明 か に全 く空 想 的で'

あ ろ う"と 述 べ て い る。

空想的であるか否かは さておき,且 つそれが認 められるか否かは別問題 とし

て,フ 。トボール競技場におけるハゼ玉蜀黍売 りが複式簿記記録を保持するも

の とすれば,そ れ が表 明 す る観 点 は,彼 自身 とは独 立 せ る別 個 の エ ン ティティー

の観点 であ ることが依然 として事実 にな る。 た とへ一 家の主婦で す ら,そ の 家

事勘 定(househddaccounts)を 複 式 記 入 で記 録 す れ ば必 ず や意 識 せず して エ

(久 野 注)か 、る エ ン ティティー 概 念 は,当 然,法 的 実 体 概 念 とそ の範 囲 を 異 にす る訳

で あ るが,こ の こ とに 関連 して,W.A.Paton&W.A.PatonJr.,「Corpo-

ratignAccountsand 、.Statements」(NewYork,TheMacmillanCompany,1955)

P.3も 次 の よ うに述 べ て い る。"会 計 人 は,法 人 の 会 計 を設定 した り期 末 計 算 書 を

作 成 す るに 当 って 法 的 実 体 を 遵 守 す る傾 向 が あ るが,資 金 を 拠 出 して究 極 的 に責 任

を負 う人 達 を忘 れ て は な らな い 。 会 計 人 は,部 門 や 課 の よ うな 経 営 上 の 小 エ ン ティ

ティー(managerialsubentities)一 場 合 に よ って は一 二 つ 以 上 の 密 接 な 関 係 が あ る 会

社 の よ うな 合 成 エ ン ティチィt・…(composheentities)1こ つ い て も大 い に 注 意 を 払 わ ね

ば な らな い 。"

ま た,NationalIncomeCommitteeofAmericanAccountingAssociation,

「ASurveyofEconomicAccouning」(Ohio,TheAssociation,1958)の 序 文

で は,更 に 広 い視 野 に 立 つて 次 の よ うに述 べ て い る。"経 済 会 計 で は,そ の会 計 実

体(accountingentity)は 企 業 体 の み な らず,個 人 活 動 を して い る人 間,国 内 お よ

び 国際 関 係 の 政 治 を 行 な って い る政 府,貨 幣 供 給 の 左 右 者 で あ る銀 行,大 部 分 の 国 民

所 得 お よび 生 産 物 の提 供 者 で あ る経 済 上 の 企業,そ の 他 多 くの もの か ら構 成 され る

い う こ とが 認 識 され る。 会 計 実 体 お よ び その 結 合 体 の 数 は,会 計 人 の 想 定 と資 料 の

利 用 とい う こ とに よ ウて 限 定 され て い る'だけ で あ る 。"

(1)W.A.Paton,「AccountingTheory」(NewYork,TheRonaldPress.

Company,1922),pp.476,477.
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ン ティティー ・コ ン ベ ン シ 。ン を認 め る こ とに な る。

こ れ は 明 か に エ ン テ ィティー ・コ ンベ ンシ 。 ン を極 端 に 解 釈 し た の で あ るが,

ぐの

それは普遍妥 当性(generalapPlication)を 有 す るか無 価 値 で あ るか の 何 れ か

で あ り,特 殊 な場 合 に も妥 当 し得 るか否 か を判定す る為 に普遍的に考え る方が

良い よ うに思われ る。

ハゼ玉蜀黍売 りの如 き状態で エ ンティティー・コンベ ンシ。ンを考 え ることに反

対す るの は,ハ セ玉 蜀 黍 売 りが 自か らエ ン ティティー ・コンベ ンシ.ン を認 識 せ

ね ば な らな い とい う仮 定 に基づいてい るので あろ う。 この ことは,勿 論,真 実

で は な い。 エ ンティティー は複式簿記 に関連 してのみ存 在す るので あ り,多 くの

人 達 は複式 簿 記 の 通 則 や技 術 を擬制人 とい うもの を考慮せずに学んで きたので

あ るが,実 はそ の 擬制 人 の観 点 が 会 計 等式 を決 定づ けてい るので あ る。

こ ＼に,そ の論 理 的 帰結 を得 る為 に,こ の エ ンティティー概 念 を適 用 し,且 つ

・そ れ を追求 す る意 図が あ るので あ る
。 か くす ることは,会 計 的利益 の 本質 を研

究 せ ん とす るのに役立っで あろ う。

如何 な る場合で も,会 計 問題 に関 して怜{利に推 論 す る為 に は資 本主 の 観点か

エ ンティティーの観点の何 れか 団採 用 されねばな らない。両者の うちで も ,エ ン

テ ・ティー理 論 の方 が 論理 的 で有用であ るよ うに思 われ る。 怖 るべ き一つの現実

約 な危険 は,観 点 の移 動 とい う こ とで あ り,そ れが,現 状 に見 られ る如 く,多

くの 会計 上 の誤 解 を惹 起 して い るので あ る。

評 価の コンベ ンション

第一の コ ンベ ンシ.ン は エ ンティテ ィーそ れ 自体 の コンベ ンシ。ンで あ るが,そ

れ と同 じ位 に重 要 な今 一 つ の会計 コンベ ンシ.ン が あ る。この第 二 の コンベ ンシ

.ン は,所 有主 に対 す る代 理 人 と して の エンティティーが保有 して いる物的資産 も

し くは他の資産 の色 々な貨幣換算 を意味 す る貨幣評価のコ ンベ ンシ.ン で あ る。

記 帳 の便 宜 的 方 法 と して 適用 され るこの貨幣評価の コンベ ンシ 。ンは,会 計

(1)こ の コンベ ンシ 。ン もし くは他 の コンベ ンシuン の一般 的 ない しは普遍的 な 妥

当性 に関す る論評 が幾分独 断的 であ るこ とは,勿 論,認 識 してい る。何人 も特定の

命題の妥 当性 を普遍 的に論 じ得 ないであ ろ う。
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記 録 の理 解 と解釈 に 多 くの困 難 を もた らして きた 。この ことは或 る程度経済人
ほ　

の 観 点 と混 同 して い る こ と に起 因 して い る 。 か くして,Canning'は,こ の 問、

題 を 論 じて 次 の よ う に 述 べ て い る 。

現実に運用 している資本から期待 される所得の意義を示す為に,そ の資本に対 して貨幣

評価が行なやれる。もし一連の資産,即 ら事業用に資本主か ら拠 出された資産に対し正しい

貨幣評価が見 られるならば,こ れ ら資産評価額の合計は当該諸項目か ら生ずる用役の測定

尺度となるにとゴまらず,こ れ らの受入れに対す る給付の測定尺度 ともなる。

この提 供用役に よる富の評価 とい う概 念は,貨 幣 評 価 を単 に徴 標 と して 利罵

す る会計人 の観点 よ りも広い観点 を示 してい る。

会計人が常 に この限 られ た観点 か ら評価 を考 え ると主 張す るのは,大 きな誤

謬 で あ ろ う。多 くの権威 者達 は会計人で ある と同時に経済人で あ り,彼 等 は評 価

の コ ンベ ンシ.ン の 単純 な 目的 を認 識 して い る一方,彼 等 はそ れ を経 済的 観 点

に調 整 させ よ うとしてい る。現 代会計実践上 の数 多 くの困難な問題 は,こ の よ

うな試 み で 為 され る調整(reconciliation)か ら起 こっ てい る。

基 本的 な会 計構 造 を検討 す る場合,そ の二 つの 観点 を結 合 す る こ とに よつて

始 めて混乱が生 ず るに違い ない 。

エ ンテ、テ,一・…は,か くの如 く,評 価 の経 済的 価 値 尺 度(economicmeasures.

ofvaluation)と は無 関係 で あ り,エ ン ティティー と資 本主 の 間 の 責任 と責 任 解

除の関係 を反 映す る種 々の取 引を貨幣 によって徴標 化す るので あ る。
ぐヨノ

会計的評価 の不正確な統 計的基盤 を憂慮 してい る人達が あ る。Ca㎜ingは,

"会 計 士 の報 告書 に 見 られ る測定 計 算 は 異 質 的 統 計 手 続(di
versρstatistical

αrders)か ら成 って い る"と い う事 実 に 言及 して い る。 しか しなが ら,こ の 論

評 は,他 の 多 くの論 評 と同様 に,そ の 観 点が ず れ てい るよ うに 思 われ る。 ドル

評価 を単な る徴標制度(symbolism)と して 認識 す る こ とが,かsる 混 乱 を 除、

去 す るの に必 要 不 可欠で あ ると思 われ る。

(1)JohnB.Canning,「TheEconomicsofAccountancy」(NewYork,The

RonaldPressCompany,1929),p.48.

(2)Ibid.,p.320.
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何 人 か の 権 威 者 達 は,な か ん つ くHenryRandHatfieldは,原 価 評 価 が"一 一
ぐコナ

つ の通則"(arule)だ と称 して い る。Hatfieldは 言 う。 原価 評 価 は,``明 か に

一 つ の 仮 定 に基 づ くもの で あ り,基 本 的 原則(fundamentalprinciple)の 表 腸

で はな い 。 そ れ は資 産が 発 見 された とか,贈 与 として受 入 れ られ た場 合 に妥 当

しないの は明白で あ る♂'

会 計 機 構 が か ㌧る事 情 を考 慮 して設定 され ～ば,恣 意 的 評価 が 存 在 しない と

い うの は事実で あ る。 他方,か 、る恣 意 的評 価 は,資 本主 に よって決 定 づ け ら

れ,そ の後 は責任 と責 任 解除 の関係 の基準 を示す ことにな る。

原 価 評 価

エ ンティティーの観点か らすれば原価評価 は自然で あるが,会 計 等式 は原価 以

外 の 評価 に よって も何ん ら影響 を受 けない。 もし前 に引用 した羊 の例で,新 た

に一 匹 の羊 が発 見 されて羊 の群 に加え られた とすれば,当 然,十 匹 の羊 で は な

く十 一匹 の羊 に対 す るエ ンティテ。一の責任を示 す ことが会計機構に とって必要

に な るで あろ うが,新 た に発 見 され た羊 に割 当 て られ る価 値は徴標 た る以外に

何んの意義 も有 しないで あろ う。

評価が徴標化の便宜的方 法以外の何 もので もない とい う概念は,会 計 諸 問 題

を単 純 化 す るの に役 立 つ。原価評価 は"最 も容易 な客 観的検 証性"(theeasiest

ofobjectiveverification)を 有 す るが 故 に 利 用 され ね ば な ら な い とか,原.

価 評価 は"価 値 尺 度 と して の正 確 性(exactneSS)と い う よ り も寧 ろ確 実 性

(certainty)"を 有 す るが 故 に長所 が あ るな ど と会計著作 者達に よって しば しば

述べ られ る説明は真実で あろ う。 しか しなが ら,エ ン ティティテー は,原 価 数 値

が 入手 可能 な場 合,そ れが 自然 な評 価 で あ るが 故 に,原 始 評 価 に原価 を適 用 す

るので あ る。他の原始評価が必然的 に利用 されねばな らない場 合 に は,エ ン
　 　や

ティティー の 関 知 す る と ころ で は な い 。

(1)HenryRandHatfie】d,「Accounting」(NewYork,D.Appeton。Century

Compally,Inc.,1927),p.66.

(久 野 注)原 価 主 義 に よ る取 得 原 価 の 決 定 が 現 金 原 価(cashcost)に よ って 決定 され

る とす れ ば,発 見 資 産 や 贈 与 の 場 合 以 外 で も,現 物 出 資,混 合 購 入,物 々 交換 な ど

が 生 ず る場 合,そ の 決 定 が 困 難 に な るで あ ろ う。
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この評価 の問 題 が 資 本主,債 権者,或 い は法 律 上 の観 点 か ら考 察 され る場合

にのみ,非 原価 基 準(non・costbasis)が 極 め て重 要 に なる ので あ る。 会計数値

を解釈す る仕事 に直面 した時 にのみ,ド ル評価 の コンベ ンシ.ン が問 題 を惹起

す るので あ る。 か ＼る解釈 は常 に資本主,法 律,或 い は債権 者 の観 点 か ら行 なわ

れ,決 して エ ン ティテ,一 の観 点 か らは行 な われ な い 。 エ ンティティーの観点か ら

す れば,評 価 は所 謂"異 質 的統 計手 続"に 関 して 何 も問 題 を生 じな い 。

かsる 徴標 化 の諸 影 響 を考 慮 し得 な い者 は,全 く能 力 の な い分 析 家(analyst)
ドい

で あろ う。SpahrとSwensonは,貨 幣 単位(moneyunits)に 欺 む か れ るの

は思 慮 の な い経 験 の 乏 しい人 めみで あ ると言 ってい る。

・ 最 もよ く使用 されなが ら最 も誤 り用い られ る会計 用 語 の 一 つ は ,``価 値"

(value)と い う言葉 で あ る。 しば しば価 値 とい う言葉 を用 いず して会計問題 を

記 述す ることは不可能で あ るが,そ れ は混 乱 せ る意 味内 容 を持 つ てい る。か く

して,価 値 は,或 る者 か らは原価 価 値(costvalue)と して,ま た或 る者 か ら

は経 済価 値(eCOnOmicValUe)と し て,更 に ま た 或 る 者 か ら は 換 金 価 値

(realizai)levalue)と して解 釈せ られ る。従 っ て,特 に明示 しない 限 り,こ 、

に用 い られ る"価 値"と い う言葉 は エ ン ティティー・の会計責任(aCcOUntability)

や管 理責 任(responsibility)を 記録 す る徴 標 と して の貨 幣 単位 に基礎 をお く会
(久 腎 注1)

計 価 値(accountingvalue)を 指 す と主 張 す るのが 望 ま しい よ うに思 われ る。

エ ンティティー概念 と評価概念 は,と もに コンベ ン シ.ン と言 われ るの に ふ さ

わ しい 擬制 的な性格 と一般的 に認容 され る性格 とを有 してい る。 第三 の会計 コ

ンベンシ。ンもある。即 ち,す ぐ後騰 齢 れる会言卜鵬 のコンベ ンシ 。泌

あ る 。

記 述 し て 表 現 し な け れ ば 会 計 を 考 え る こ と が 出 来 な い の と同 様 に,複 式 簿 記

記 録 と 関 連 せ ず し て 会 計 実 体 を 考 え る こ と は 不 可 能 で あ る 。

(1)SpahrandSwenson,「Me止odsandStatusofScientificResearch」(New

York,Harper&Brothers,1930).

(久 野 注1)こSで 原 価 価 値,経 済 価 値,お よび 換 金 価 値 と言 って い るの は,そ れ ぞ れ

歴 史 的 原 価(historicalcost),取 替 原 価(replacementcost)お よ び 清 算 価 格

(liquidationvalue)を 指 して い る もの と考 え られ る。 ま た,会 計 価 値 と言 って い る

もの も歴 史 的 原 価 を指 して い る こ とは 明 白 で あ る。

(久 野 注2)第7章 。
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この こ とは 仕 訳 帳(journals),総 勘 定 元 帳(generalledger),お よ び 補 助 元

帳(subsidiaryledgers)1こ つ い て の 基 本 的 論 述 が 必 要 で あ る こ と を意 味 す る も

の で は な い 。 会 計 取 引 の 歴 史 記 録 を集 め,そ れ か ら帳 簿 に 計 上 して あ る諸 項 目

を 再 分 類 す る現 実 の 機 構 は,本 質 的 に は 単 純 で あ る。 或 る手 続 で 諸 事 実 を 集

め,次 に そ れ ら を 他 の 手 続 で 再 分 類 す る とい う こ とは,基 本 的 な 統 計 的 操 作

'〈elemefitarystatisticaloperation)で あ る
。

勘 定 分 類

最終的な勘定分類の性格は重要である。勘定分類は,勿 論,"資 産=負 債"

o

とい う等式に由来 している。 ●

この等式を詳細に述べ る過程は,会 計の責任 と責任解除の概念に極めてよく

符合する。代理人たるエンティティーの責任は,そ れ自体の明白な特性に応 じて

・資産 を分類することによって十分に果 される
。会計の基礎をなす唯一の資産は

貨幣で ある。他のすべての資産は貨幣額 に換算 され,説 明上同質的な ものに分

類 されぎるを得ない。

資 産 の 分 類

資産 の形態分類

現 金 ・ ・

羊 。 ・ ・ …

織 物 ・

オ リ ー ブ 油 ・ 。

穀 物 ・

etc.一

この形態分類法の適用は,

(naturalclassification)は 次 の よ う に 示 さ れ る で あ ろ う 。

●

●

■

●

●

・ ・$

・ ・$

・ ・$

・ ・$

・ ・$'

ドル評価 を示 す長所 と,ド ル評価 が 徴 標化 す る異

種 の物財 を記述す る長所 を有す る。

エ ンティティーの観点か らすれば,負 債 の 分類 に も同様 に当 嵌 る。 エ ンテ。テ.

一一は
,金 銭 を借 りてい る入 達 と各 人 に借 りてい る金額の記録 を保持せね ばな ら

一ない。

号

負 債 の 分 類
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負 債 の基 本 的分 類 は次 の よ うに な るであろ う 。

JohllJones… ● 。 ● ・$

GeorgeBrown・ …$

WillCass・ … 。$

分 類 の 効 果

この資 産 と負債 の分 類 は,特 定 の エ ンティティーの立 場 か らすれば,完 全 な も,

の で あ る。

一 方 に は
,エ ン テ,テ ィーに よ って保有 され て い る種 々の資産が 貨幣換算 を伴

なって記載 されてい る。他方 には,エ ン ティティー の債 権 者 で あ る人達の名前が認.

載 され て い る。 これ らの 人 達 の一 人は資 本主 で あろ う。その他の 人 達 は エ ン も

ティテ。に対 す る統制権 もし くは指令権を持 たないで あろ う。

Cassが エ ンティティー に対 して完 全 な る統制権 もし くは指令権 を有 す る資 本一

主 だ と仮定 しよう。 彼 の勘定 には企業活動 か ら生ず る損益が 振 替 え られ ね ば

な らない。 この ことは,利 得 がCassに 対 す るエ ンティティーの 債務 の増加分 と

して表 わ され,之 に反 して損 失がCassに 対 す るエ ン テ2テ ィ・・一・の債 務 の 減少 分

と して示 され ることを意味す るに過 ぎない。

SmithとBrownは,エ ンティティーに対 して統 制 権 を有 しないので,単 に非 ・

資 本主 的債 権 者(non-proprietQrY(=edit(xs)と 考 え られ る。彼 等 に対 す る債 務 一

は,エ ン ティテ ィー の 売 買 取 引 の 成 功,不 成 功 に よ っ て影 響 され な い 。

負 債 の 性 質

Smithお よ びBrownに 対 す る負 債 は,Cassに 対 す る負 債 が``弾 力 的 で あ

り残 存 的 で あ る"(elasticandresidual)の に比 較 して"固 定 的 で あ り契 約 的 で

あ る"(fixedandcontractual)と 一 般 に説 明 され て い る。 これ は,Patonが そ
ピク　 　な の

の 著 「会 計 理 論 」(AccountingThe(ury)で 行 な っtc区 別 で あ る 。

夙 に1917年,Patonは"負 債"(1iabilities)と い う言 葉 を"持 分"(equities>
ゴクし　は ヨナ

とい う言葉 に置換え ることを提案 してい る。"持 分"と い う言葉 を好 む の は,特

(久 野 注1)W.A.Paton,「AccountingTheory」(NewYork,TheRonaldPress

Company,1922),p.84.を 参 照 。

(久 野 注2)W.A.Paton&R.A.Stevenson,「PrinciplescfAccountingj(Ann

Arbor,GeorgeWahr,1917),PP.113～183.W.APaton,"Theoryofthe曇
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に負 債 総 額 が 資産 総 額 を超 過 してい る場合に,法 律 上 の非 難 を避 け る為 の 椀 曲

的 試 みの よ うに思わ れ る。 かsる 場 合,負 債 超過 額(deficit)が 資 本 主 持 分

(proptietorship)に 対 す るエ ンティティー一の 請求 権 を 示 してい るので あ るか ら,

そ の負 債 超 過額 は恐 ら く資 産 に相 当す るもの と考え られ るであろ う。 この こ と

はか ㌧る処理方法 を少 し遠回 しに弁 明す るもので あるが,個 人 企 業,組 合 企

業,そ して市 の場 合 に は幾 分 か真 理 を含んでい る。

あ らゆ る商業的基準(commercialstandards)に 照 ら してみ るに,市 はそ の

実 在資 産 をそ の 負債 と対 比 して判断す ると全 く支 払不能(insolvent)の よ うに

見 え るか も しれ な いが,市 とし て は そ の負 債 に見 合 うだ けの資産 を当てに しな

くて も差 支えない。寧 ろ,市 と して は課 税(taxation)に よっ て資 産 を獲 得 す る

権 能 に頼 っ てい る。 もし もそ の市 の市民達が資 本 主(proprietorship)と 見 倣

され るな らば,負 債 に対 す る資産 の不 足額 は,こ れ ら市 民 に対 す る会 計 実 体 の

強 制 的請求 権(enfQrceableclaim)と 考 え られ るで あ ろ う。

株 式 会 社 会計 にお ける欠損金(dcficit)鳳,も し同 じ想 定 を採 用 す るな らば,

資 本主 持分 に対 す る請 求 権 を示 す資産 とな る 。この ことは資本主持分 に対 す る

請求権が株 式会社の有限責任(limitedliability)と い う面 か ら一 般 に回牧 し得

ない 事実 にかんがみ て,寧 ろ無 意 味 で あ る。従 っ て,株 式 会社 に お い て は,真

の資 本主 持 分 に対 す る請求 権(truenetwαrthdeficit)と い う もの は存 在 す る

筈が な い 。 欠損金 は剰 余金 に代わ ることはあって も剰 余金 と資本金 に代わ るこ

とはない。 継続 事業 としての株式会社(goingcorporation)は 一般 に株 主 に 対

して幾 何 か の純 負債(11etliability)を 示 して い る。

株 式 会 社 が 清算 を す る(windingupitsaffairs)場 合,資 産 価 格 一 覧 表

(statementofassetvalues)は 継 続 事業 基 準(goingconcernbasis)で は な く

'x'Double ・EntrySystem ,"「TheJourna】ofAccountancy」,January1917,PP.9～

26.な お,持 分 とい う用 語 は,衡 平 権 と も 言 わ れ て い る 通 り,も と も と財 産 法

(propertylaw)に 対 比 され る衡 平 法(equitylaw)と い う法 律 用 語 か ら出 た もの で

あ ろ うが,会 計 概 念 と して は,資 産 に対 す る権 利 も し く は 請 求 権(anyrightor

ClaimtOassets)を 指 す の で あ り,そ れ に は資 本 主 持 分 だ け を意 昧 す る場 合 と債 権

者 持 分 を も含 む場 合 と広 狭 二 つ の解 釈 が あ る。 上 記 の著 書 でPatonが 言 づて い る持

分 は,財 産(property)=持 分(equ量ties)と い う所 謂 持 分 理 論(equitytheory)に

基 づ く勘 定 理 論 に 由 来 して い るの で あ るか ら,当 然,負 債 と資 本 を包 括 す る統 一 概

念 と して の広 義 の持 分 を指 して い る こ とに な る。



一124一 商 学 討 究 第10巻 第3号

て換金基準(realizablebasis)で 作 成 され る。 換 金 され る資 産 とそれ を超過す

る債権者の請求額 との大巾な差額 は仮構的な ものである。 とい うのは,も し株

式会社の資本金 や剰余金が消失 した後で も欠損金が存在するとすれば,す べて

の債権者が全額の支払を受 けられないか らで ある。

清算(liquidation)は 適 即 な順序 に従 って行 なわれ ね ばな らない・そ して優 先*

(久 野注)こs)hで は 清 算 貸 借 対 照 表(statementofaffairs)の 評 価 基 準 と表示 方 法 に

つ い て 説 明 され て い るが,EricL,Kohler,「ADictionaryforAccountantsj*
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欠 損 金 勘 定

資産換価見積損失額一
非保証債権者の損失一

請 求 額,上 記の通 り

充当資産,上 記の通 り

非保証債権者に対する見積割当額
所 有 主 の 損 失一
払 込 資 本

$264,027
2].4,265$49,762
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差引営業損失累計額
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106,535 93,465
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*順 位(priorityscale)が 下位 に あ る負 債 の申 に は,全 額 を,も しか す る と一文

も支 払 わ れ ない ものが あ ることを知 つてい た として も,そ の全 額 で 負 債 を計 上

す るの は単 な る便宜性 の為で はない。 か 、る場合,そ の欠 損 金 は特 定 の 負債 へ
(久野注、

割当て られ ることな く全負債か らの控除額 に相当してい る。

*(EnglewoodC】iffs,N.J.,Prentice・Ha1〕,Inc.,1957)PP.462,463か ら清 算 貸 借

対 照 表 と それ に 附 随 す る欠 損 金 勘定 を示 せ ば 次 の 如 くで あ る。

FromesInc.

JamesB.Jackso11

-1959年4月22日

負 債 帳簿 価 額

優先 債権者一

未 払 税 金$5,235

未 払給料 お よび賃金 ………ll,788

完全被 保証債 権者一
4%利 付第一号担 保社 債…$120,0QO

未 払利息,2年 分9,0GO

一部被 保証債 権者 一

銀 行借入金$65,000

支 払 勘 定21,942

非保証債 権者 一

支 払 勘 定
偶 発 債 務一
割 引 手形

払込資本:

欠 損 金

合

$
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資産の翻 藷 漿 雰
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以 上 の事 情 は何 れ もエ ンティティー ・コンベ ンシ.ン を論 駁 す る も の で は な

い 。 エ ンティティー ・コンベ ンシ.ン そ れ 自体 は,た とへ か ㌧る表 示 が 他 の 観

点 か らす れば極 めて不適切 で あるとして も,欠 損金 を資 産 と して示 す こ とに よ

っ て少 し も乱 されない 。 従 って,か ＼る欠 損 金 は,法 律上 の 回牧 可能 性 の 如何

を問 わ ず,資 本 主 持 分 に対 す る簿 記上 の請求 権(bookkeepingclaim)だ と考

え られ る。

勘 定 分類 の修 正

原初 的な エ ンティティーの勘定分類が現代会計 に及 ぼ した影響 は極 めて 重要で

あ る。 形態 に基づ く自然 で基本的な資産分類 は,勿 論,大 い に 修正 を受 けて き

た。 資 産 を流動資産 と非流動資産(currentandnon-currentassets)と に区 分

す るの は エ ンティティー以外 の観点か ら類別 した結果で ある。更 にまた,項 目に よ

っ て は細分 類 され ね ばな らない ものが あ る。 か くして棚卸 商品 は,一 部 が 流 動

資 産 中 に,一 部が 非 流 動資 産 申 に示 され るか もしれない。

便宜上,現 金 そ れ 自体 の よ うな項 目 も,そ の管理 目的 に従 っ て細分 類 され る

か もしれない。往 時の会計においては奴隷が あ らゆ る現 金の管理者(custodian)

で あ っ たが,現 代 会 計 に お い ては エ ン ティティーが種々の管理者 に現 金 を預 けて

お り,theFirstNationalBankの 現 金勘 定,theMarineMidlandTrust

Companyの 現 金 勘 定,theChaseNa・tionalBankの 現 金 勘 定,そ して雇 人 の

保 有 す る小 口現 金 勘 定 の如 き勘 定分類 を生 じてい る。

の

エンテ.テ ィーが,現 実 に は資 金 を手 放 して,実 際 には現 金 の代 わ りに或 る種

の債 権のみ を保有 してい るの に,エ ン テ,テ 。一が 依 然 と して資 金 を保 有 してい

るとい う想定 を記憶に留 めてい るのは興味が あ る。 それで も,伝 統 的 な観 点 は

依然 と して持 続 してお り,こ れ ら銀 行 や現金 出納 掛 な どに対 す る種々の請求権

は恰か もエンティティーが所有す る現金でで もあ るかの如 く一 般 に分類 されてい

る。かsる 現 金 は,"預 金"(cashinbank)と して記 載 され て いて も,依 然 と

して通 貨 た る性 格 を残 してい る。

流動資産の分別 は,負 債 に つい て も同様 な類 別 を要請 し,か くして個 人 に対

して負 うてい る総額が細分類 され る。 この ことは 派 生 的 会 計 コ ンベ ンシ 。ン
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(subOrdinateaccountingconvention),即 ち 一 人 の 人 間 と の 色 々 な 取 引 関 係 を

恰 か も二 人 以 上 の 人 間 との 個 々 の 取 引 関 係 に し て 扱 う コ ンベ ン シ.ン を 導 入

し て い るも し ば し ば 企 業 の 資 本 主 は短 期 債 権 者(short-termcreditor)や 長 期

債 権 者(long-termcreditor)1こ もな り得 る の で,そ の 結 果 と し て,会 計 機 構 は,

会 計 報 告書 に つ い て は必 ず し もそ うで な い が,彼 を・一人 の 人 間 で は な くて 数 人

の 人 間 が あ るか の 如 く扱 つ て い る 。

基 本 的 な エ ン テ ィテa'一一の 勘 定 分 類 を 修 正 せ し め る幾 つ か の 実 践 上 の 要 請 に つ

　　　
いては後の章で検討する。 こ＼では,現 代会計が,勘 定分類上に幾多の錯綜性

と精密化を有するとは言え,依 然 として原始的会計における責任と責任解除の

関係を樹立するに当つて幾つかの形態的記載項目によって影響を受けているこ

とを明確にすれば十分である。

資産 と負債 の關 係

素人が 資産項 目を負債項 目に関連せ しめ ようとす る場合 に経験す る困難 は,

実 にそ の 明 白な物 的 性 格 に従 っ て資産 を分類 し,旦 っ 人名毎 に負 債 を分 類 す る

こ とに よる不可避的結 果で ある。

種 々の勘定分類表(schemeofclassification)は 各 目的 に応 じて利 用 され る

の で,一 方 の項 目 と他方 の項 目 との 間 には,財 産留 置権(liens)の 場 合 の よ う

・に特 に定 め られ て い る場 含を除 けば ,何 ん ら直 接 的関 係 は あ り得 な い。

会計 的 解釈上の 多 くの国難は,か ＼る関 係 を考 え よ う とす る意 図に起因 して

死、る 。 び

エ ンテ イテイー と資本主

会計記録 の本質がエ ンティティー ・コンベ ンシ 。ンに由来 してい るの を心 に留

め ることが 重要で あ る。

なかんつ く会計記録 は一個 のエンティティーの観点 を反映す る等式 に由来 して

い る持殊 な機構で あ る。換言すれば,そ れ は貨 幣 に よっ て のみ 表現 せ られ る慣 習

化 した統 計的歴 史(conventionalizedstatisticalhistory)で あ る。 そ こで,こ

(久 野注)第17章 お よび第18章 。
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の機 構 の 内容 は(1)エ ン ティティーの観 点(entityviewpoint),(2)等 式 か らの

誘i導(derivationfromanequation),(3)歴 史的性 質(histαdcalnature),

お よ び(4)財 務 的用 語 に よ る表 現(expressionillfinancialterms)Jか ら成 っ

てい る。 、

特 に注 意 すべ きは,会 計 実体 と資 本主 もし くは所有 主 との関係で あ る。実際

には,本 来 この こ とが会 計機 構 を樹 立 せ しめた唯一 の関係で あ ると言って も差

支 え ない と思われ る。所 有主 の企業に対 す る投 下資本が蓄積利益(accumulated

μndisnibutedprofits)とsも に エ ン ティティーの 負 債 を示 す と言 って も,資 本 主

の観 点 か らす れば,投 資 され た金 銭 に対 す るエ ン ティティーの 負債額 と蓄積利益

に対 す るエンティテ.一 の負 債額 とに根 本 的 な区 別 を 為 さねばな らない ことが是

認 されねばな らない。 エン ティテ。一の観点 か らすれば,こ の 細分 類 が 重要 で な

い こ とは既 に説 明 したが,資 本 主 は究極 的 に増 加 され て償 還 され るの を期 待 し

てエンティティーへ金 銭 を前貸 しす るので あって,彼 は拠 出 資本 とそ れか ら生 ず

る次 後 の利益 とを区別す る何 か簡単な万法 を持 たね ばな らない 。

今 日の拠出資本(investment)と 剰 余金(surplus)の 区 別 は,実 に この 要請

に由来 して い るの で あ る。

多 くの会計人 は,拠 出資 本 と剰 余金 が 法人 組 織 にのみ見 られ る現象で あ ると

考え てい るので,か 、 る観 点 に同意 しない で あろ う。個 人企業や組合企業で拠

出資本 と剰余金 の勘定 を使用 してい るとい うことは実際上 も耳 に していない。

単独資本主 の場 合の利益 はた ゴちに彼 に帰属す るとい う立 派に確立 された法律』

的原則(legalprinciple)逆 あ るよ うに 思わ れ る。 同様 に,組 合企 業 の 場 合 の

利 益 は何 ん らか の予定比率(predeterminedratio)に 応 じて7cs"ち に組 合員 に
(久野注)

帰属す る。 しか しなが ら,こ れ らは今 日で は と るにた らな い法 律 的 観 点 で あ

る。

拠 出 資 本 と そ の 資 本 か ら生 ず る 所 得 と の 区 別 は 法 律 的 考 察 か ら独 立 し た 本 質

(久 野 注)組 合 企 業 の損 益 分 配 方 法 と して は,(1)固 定比 率 法,(2)資 本 額比 率 法,(3)資
'本 利 子

,お よび そ の 残 額 に 対 す る 固定 比 率 法,(4)給 料,お よび そ の 残 額 に 対 す る固

定 比 率 法,㈲ 給 料,資 本 利 子,お よ び そ の 残 額 に対 す る固定 比 率 法 な ど が あ る。

H.A.Fi皿ey&H.E.Miller,「PrinciplesofAccounting.lntroductory」

(Englewoodcliffs,N.J.,Prentice・Ha11,Inc.,1957),PP.164～170を 参 照 。
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ロ

的区別であ り,た とへ 簿 記手 続 上 別個 の勘 定 を もって しな くて も,少 くと も心

の申 で投 下 した実 際 の資本 とその還元所得 を区別 しよ うとしない 単独資本主 は

恐 らくいないで あろ う。 更 に,あ らゆ る会 計 的 利益 の原 理 そ の ものは,こ の投

下 資 本 とそ れ か ら生 ず る純 所得 との区別 に基礎 をおいてい るの で あ る。従 っ

て,便 宜 上,エ ン ティティーが資 本 主 に負 うてい る総額 は,単 一 の負債 として表

示 されな い で,二 つ の勘 定 で示 され る二種 の負 債に分割 され ると考 え られ るで

あろ う。即 ち,一 つ は拠 出 資 本 に対 す るエ ンティティーの負債 を反映 し,今 一 つ

は蓄 積 利 益 に対 す るエ ンティティーの負債 を示 してい ると考 え られ るで あろ う。

擦 出資本 と利盆

資本主 の拠 出資本に対 す るエンテ。ティーの負債 は,追 加 出資 もし くは拠 出資

本 の 引 出 しを記録す る以外不変で あ る。 資本主 の蓄積利益 に対 す るエ ンティティ

ーの負債 は色 々な変動 を受 け る。

或 る種 の平衡取引(evenexchange)を 除 くすべ て の 取 引が 資 本主 に対 す る

エン ティティーの債務 を増加 もし くは減少 させ るに違いない。

理論的 に言えば,か 、 る増 減 は剰 余金勘 定 もし くは 未処分利益勘定 に記録 さ
■

れ る。 この勘定に よって示 され るエンティティーの負債 は,獲 得 した利益 に よっ

て増加 した り損 失に よって減少す るのみな らず,エ ンテ。ティー が資 本 主 へ 実 際

に償 還す ることに よって も減少す る。

剰 余金勘定 もし くは未処分利益勘 定が あ ると仮定 して,そ れ が資 本 主 に対 す

るエ ンテ.テ ィーの 一種 の 負債 だ と考 え るな らば,あ らゆ る損 益 勘 定(profitor

Iossaccounts)が 未処 分 利 益勘 定 の分 岐 しfcも の(break・down)と 見徹 され る

ので,そ の後 の 分類 は 単純 化 され る。

僅 か二 っの資本勘定だ けで会計機構 を運営 し,且 っ資本 主 の 必 要 とす る主 要

な会 計報 告を提供 す ることも可能で あろ う。 これは会計機 構の真価(realtest)

を示 す もの と言 わ ね ば な らな い。

このエンティティ・一それ 自体 嫁利益 も生 じな ければ損 失 も生 じない とい う認識

こそ,通 常 の 企 業 活動 に対 す る会 計 と所謂非営利的事業 に対 す る会計 を統 一せ

ん とす るのに有用なのであ る。営利事業(organizationforprofit)と 非営 利 事
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業(nOn-profitQrganization)と に は基 本 的 に何 ん ら会 計 上 の相 違 は 見 られ な

い。利益 を獲 得せん とす る資本 家的意図の有無 にか ㌧わ らず,そ して法 律上 の

規 則 の 有無 にか ～わ らず,同 一 の基 本 的 会計 機 構 と同一 の基本的エ ンティティー

・コンベ ンシ 。ンが妥当す るので あ る。 ・

不 明確 な醗有關係

負債 はしば しば不明確で あ ることを留意せねばな らない。 未償還社債所有者

(bearerbondsoutstanding)に 対 す る負 債 は,そ の債 権 者 が 名前 に よ って識 別

せ られない とはいへ,真 実 の負 債 で あ る。 同様 に して株式が活濃に売買 されて

い る大規 模な株式会社,或 い は会員 が 絶 え ず変 わ っ てい る法人格 を有 しない ク

ラブや協会で は,機 能 資 本 家(actualproprieters)と 無 機 能 資 本 家(reparted

proprietors)と が 同一 で は な くな るか もしれな い。かSる 場 合 に は,一 つ の派

生 的 コンベ ン シ.ン,即 ち平衡 目的 か ら全 資本主 集 団(entireproprietαrship

group)を 単一 の資 本主 と して取 扱 う派 生 的 コンベンシ。ンが顕在化す る。株 式

会社会計においては,社 外株 式 資 本 金(capitalstockoutstanding)と い う貸 借

対 照 表 の一 項 目が,補 助 記 録(subsidiaryrecord)に 載 っ て い る多数 の株 主 に

関 係 してい る。

これまで の取扱 いで は一定の法律的観点 や経済的観点 を完 全 に 無 視 し て き

た。そ れ らの重要性 は実践上 も理論上 も否定 し得 ないので あ るが,そ れ らは会

計 機 構 の原 初 的基 盤 を形成す るのには殆ん ど関係が ない。 その原初的基盤 を理

解す ることに よってのみ,そ の後 の 研究 の 足 場 が確 立 され るので あ る 。

エンテイティー ・コンベンションの効用

資本主的観点に賛成す る権威者の数が エンテ、ティー的観点に賛成する権威者

と同じ位 に多いことは疑 う余地がない。

多 くの人達に とっては,一 個の擬制人の観点か ら会計諸問題を考察す ること

が不必要であるように思われている。特 に,法 律上 この関係を明自に否定 して

いるのに,か ㌧る概念が資本主の拠出資本を負債 として処理することを意味し

ている場合そ うである。"一 般の組合企業では組合員に対す る負債が存在する
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筈がない"と 言 うMontgomeryの 見 解 に は何 人 も異論 を唱 え る こ とが 出来 な

い。勿論,そ れ は真 実 で あ るが,そ れ は会 計 的 真 実(accountingtruth)と い

うい う よ りは寧 ろ法 律 的 真実(1egaltruth)な ので あ る。

法律 的 観点 との矛 盾 を全 く無視 す るな らば,か 、る会計 上 の負 債 が現 に存 在

す る とい う確固 た る立場 を とることか ら単純 化が生 ず ると考え られ る。

エ ンテ ィテ ィー概念 と会計 人

エ ンテ宮ティー ・コンベ ンシ.ン に立 論 の根 拠 をお く会 計人 で も,一 個 の 擬制

的 な エ ン ティティーが 資本主 の拠 出資本 と蓄積利益 に対 して金銭債務 を負 うてい

ることを公言 す るだ けの信条 を隠すか もしれず,ま た現 に し ば し ば 隠 し て い

る。 しか し,こ の こ とは信 念 の欠 除 に よ る もので はないで あろ う。寧ろ,そ れ

は法 律 上 の論議 を避 けん とす る欲求 に よって助長 され るのか もしれない。

会計人が公然 とこのエ ンティティー ・コンベシ 。ンを適 用す ると否 とにか ＼わ

らず,そ して彼 が進 んで そ の論 理 上 の 帰結 をこの ヱ ンティティー・コンベ ンシ。ン

に求 め ると否 とにか ㌧わ らず,そ の こ とは比 較 的確 実 で あ るよ うに思われ るの

で あ り,や は り彼 の採 用 す る種 々の手続 がその信念 を確証 してい る。"行 為 は

言葉 以 上 に能 弁 で あ る"(actionsspeaklouderthanwords)と い う占 くか ら

あ る諺 が,こ の場 合 に極 め て よ く当嵌 る。何故 なれば,負 債勘 定,資 本 勘 定,

お よび剰 余金 勘 定 に貸 借 記 入 をす る会計人 の行為は エンティティーの観点 を適用

す る暗黙の証拠 にな るか らで ある。

この観点が会計 の基盤 を為 してい る今 一つの証拠 は,株 式 会社 の貸 借対 照 表

申 に"負 債 お よび資 本"(liabilitiesandcapital),"負 債 お よび 正 味 財 産"

(liabilitiesandnetworth)の 如 き見 出 しやそ の 他 の派 生 語 に代 わって"負 債"
ロ ナ

(liabilities)と い う見 出 しが 普及 して い る こ とに見出 され る。Fjeldが 調 査 し

た ところ に よれ ば,86%以 上 の貸 借対 照表 が 右側 の見 出 しに"負 債"と い う用

(1)Robert旺Montgomery,「AuditingTheoryandPractice」(NewYork,

TheRonaldPressCo瓜pany,1934),p.328.

(2)E.1.Fjeld,「Bala皿ceSheetC】assificatio臓andTermlnology」(NewYork,

1936),p.14.
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語 のみを使用 していた との ことで あ る。

一1959
.11.1-一 ・

(久 野 注)W.A.PatonandR.LDixon,「EssentialsofAccounting」(New

York,TheMacmillanComRany,1958),p.29に は 次 の よ うに 述 べ られ て い る 。
"実 務 に お い て は`負 債 お よび 株 主 持 分'(liabilitiesandstockholders'equity)と い

うか な り長 い 名 称 が しば し ば採 用 さ れ て い るが,会 社 の 中 に は今 だ に 初 期 の 慣 行 に

従 って一 般 名称 として"負 債"(】iabilities)と い う用 語 の み を使 用 し続 け て い るの が

あ る 。長 さ を別 に す れ ば,複 記 の見 出 し が望 ま しい の で あ って"負 債"と い う用 語

は債 権 者 持 分 と資 本 主持 分 の 双 方 に適 用 す るに は 明 か に 不 適 当 で あ る。"ま た,

RufusWixoned.,「Accountants'Handbook」(New毫York,TheRonaldPress

Company,1956),2.32に モ デル ・フオ ー ム とし て 載 って い る貸 借 対 照 表 も,"負

債 お よ び株 主 持 分"な る 名称 で 示 さ れ て い る。




